
3 
高校生 

（27年度） 

インターネット上で、誹謗中傷を行うとともに、被害生徒に対する卑わい

な書き込みを拡散させたことを部活動指導の中で顧問が把握した。 

事案が悪質かつ緊急の対応が必要と判断し、いじめではなく犯罪として対

処した。 

4 
小学生 

（不明） 

友人から馬鹿と罵られたり、仲間はずれにされたりした事案について、い

じめアンケートに被害児童が記入して把握した。 

加害者に悪意はなく、軽微なものであったため、学校いじめ対策組織でい

じめではないと判断した。 

5 
小学生 

（28年度） 

学級活動中、加害児童が、転倒した被害児童の顔面を紙製の製作物で殴っ

た。被害児童が「やめて」と訴えるが、加害児童が引き続き被害児童を強く

押した事案を担任が発見した。 

上記事象をいじめにつながっている事象と判断し、認知しなかった。 

6 
小学生 

（28年度） 

被害児童の体育ズボンのポケットに画鋲が入っていたとの本人からの訴

えにより把握した。 

全学級に、何気なく使っている物の中に危険な物があること、使い方や持

ち運びの約束を再度確認した。その後も上記事案について何も情報が得られ

ないこと、被害児童に対して特に変わったことが起きなかった状況を踏ま

え、いじめとして捉えることができなかった。 
 

（注） 当省の調査結果による。 

   
 ⑸ 学校等と関係行政機関等との連携状況 

実    態 説明図表番号 

【制度の概要等】 

（関係機関等との連携等） 

国及び地方公共団体は、いじめの防止等のための対策が関係者の連携の

下に適切に行われるよう、関係省庁相互間その他関係機関、学校、家庭、

地域社会及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体

制の整備に努めるものとするとされている（法第17条）。 

国の基本方針では、学校や学校の設置者と警察、児童相談所、法務局等

の関係機関との連携を図るため、平素から、担当者の窓口交換や連絡会議

の開催などの情報共有体制を構築しておくことや学校以外の相談窓口を児

童生徒へ適切に周知しておくことを求めている。また、ＰＴＡや地域の関

係団体等と学校関係者がいじめの問題について協議することなど地域や家

庭と連携した対策の推進を求めている。 

また、国及び地方公共団体は、いじめの防止等のための対策が専門的知

識に基づき適切に行われるよう、対策に従事する人材の確保等必要な措置

を講ずるものとするとされており（法第18条第1項）、国の基本方針では、

当該人材の一つとして、ＳＣ、ＳＳＷのほか、スクールサポーター（注）等

が想定されている。 

（注） 退職した警察官等から成る非常勤職員で、警察署等に配置され、担当する学校への

訪問活動等により、校内における少年の問題行動等への対応、巡回活動、相談活動及

び児童の安全確保に関する助言を行っている。 

 

（関係行政機関のいじめ問題への取組状況） 

警察庁は、少年非行の防止、犯罪その他少年の健全な育成を阻害する行

為に係る被害少年の保護に関する事務を所掌しており、都道府県警察（以

下「県警」という。）は、法の趣旨に基づき、いじめ事案の早期把握及び把

握したいじめ事案への的確な対応に取り組んでいる。 

厚生労働省は、児童の福祉、児童相談所に関する事務を所掌しており、

児童相談所は、いじめ問題に関し、主に被害児童生徒やその保護者に対す
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啓発、人権相談に関する事務を所掌しており、法務局又は地方法務局（以

下「法務局等」という。）は、いじめ問題に関して、人権相談に応じたり、

人権侵害の有無を確認し、適切な救済措置をとるなどの対応を行っている。

また、法務局等は、インターネット上の人権侵害情報についてプロバイダ

等に削除を要請するなどの対応を行っている。 

これらを踏まえ、文部科学省は教委及び学校等に対し、また、警察庁、

厚生労働省及び法務省はそれぞれ県警、児童相談所及び法務局等（以下「関

係3機関」という。）に対し、情報共有体制の構築、相談窓口の周知等の連
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携強化に係る通知等を発出している。 

 

（関係機関等との連携等の状況） 

 平成28年度問題行動等調査によると、学校におけるいじめの問題に対す

る日常の取組として、「いじめの問題に対し、警察署や児童相談所など地域

の関係機関と連携協力した対応を図った」が28.8％、「教育相談の実施につ

いて、学校以外の相談窓口の周知や広報の徹底を図った」が71.5％、「ＰＴ

Ａなど地域の関係団体等とともに、いじめの問題について協議する機会を

設けた」が41.5％となっている。また、いじめの発見のきっかけをみると、

「学校以外の関係機関（相談機関等含む）からの情報」は0.2％となってい

る。 

 

【調査結果】 

今回、調査対象とした20県教委及び40市教委の計60教委、249校（99小学

校、99中学校及び51高等学校）並びに60関係3機関（注）における①平素か

らの情報共有体制の構築状況、②学校以外のいじめの相談窓口に関する周

知状況、③地域や家庭等との連携状況、④スクールサポーターの活用状況

について調査したところ、以下のとおり、取組実態の違いがみられた。 

（注） 60関係3機関は、調査対象とした20県に所在する機関で、①県警は、調査事項によ

っては、県警本部及び警察署（当該県警管内の警察署のうち、管内の小・中・高等学

校及び特別支援学校の合計数が最も多い1警察署）を、②児童相談所は、県内で一つ

指定される中央児童相談所を、③法務局等は、8法務局と12地方法務局を調査対象と

した。 

 

ア 学校等と関係3機関間における平素からの情報共有体制の構築状況 

60教委・249校及び60関係3機関における連絡会議の開催などの平素か

らの情報共有体制の構築に係る取組状況について調査したところ、次の

とおりであった。 

  

60教委のうち連絡協議会を設置している50教委の連絡協議会への関係

3機関の参画状況をみると、県警の参画が49教委（98.0％）、児童相談所の

参画及び法務局等の参画がそれぞれ46教委（92.0％）であった。 

また、60関係3機関における教委・学校との平素からの情報共有体制の

構築に係る取組状況をみると、①県警は学校警察連絡協議会、②児童相談

所は要保護児童対策地域協議会といった会議体の場を利用しているも

の、③法務局等は、教委・学校に対して人権啓発活動に係る取組への協力

を依頼する際に、連携して対処すべき事案が発生したときには情報共有

をしながら対処する旨を相互に確認しているもの等がみられた。 

 これら平素からの情報共有体制の構築について工夫している取組とし

て、次のようなものがみられた。 

① 県教委及び県内市教委と県警は、いじめや非行等の事案について相

互に情報提供するための申合せを締結している。また、同県教委と県
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警は、年5回程度会議を開催し、いじめも含めた児童生徒の問題行動等

への対策について協議している。 

同県教委は、これらによりいじめの情報の共有が円滑に行われるよ

うに取り組み、同県教委が実施した学校と県警の連携等に係る学校へ

の調査でも概ね評価される結果が得られていることから、今後も継続

して県警と連携していくことが重要と考えているとしている。 

② 中学校では、毎年、校長等が警察署を訪問して連携に向けた協力を

依頼しているほか、年5回、同警察署との連絡会議において、いじめの

情報の提供を依頼するとともに、学校におけるいじめの情報を提供し、

相互に情報の共有を図っている。 

同校は、当該取組を行っている理由として、学校で対応しきれない

いじめ事案への対処に当たり、県警と迅速に連携するためには、日頃

から連絡担当となる窓口を把握したり交流したりすることが必要である

ためとしている。 

 

一方、平素からの情報共有体制の構築に係る取組を行っていない教委・

学校と関係3機関における主な理由は、①教委・学校においては、関係3

機関との連携が必要となるようないじめ事案が発生していないため、②

県警及び児童相談所においては、市教委及び学校から連携に係る要請が

ないため等がみられた。 

 

なお、関係3機関等との連携について、教育長等からは、次のような意

見が聴かれた。 

 ○ いじめ問題の中には、学校、教委等の対応や指導だけでは十分に効

果を上げることが困難なものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重

大な被害が生じるようなものがある。そのため、早期に関係3機関に相

談・通報の上、連携した対応をとることが必要である。 

 

イ 学校における学校以外のいじめの相談窓口に関する周知状況 

249校における学校以外のいじめの相談窓口に関する児童生徒及びそ

の保護者に対する周知状況について調査したところ、次のとおりであっ

た。 

① 「24時間子供ＳＯＳダイヤル」（文部科学省）については、児童生徒

に周知しているが192校（77.1％）、保護者に周知しているが170校

（68.3％） 

② 少年相談窓口（県警）については、児童生徒に周知しているが167校

（67.1％）、保護者に周知しているが144校（57.8％） 

③ 「１８９」（児童相談所全国共通ダイヤル）については、児童生徒に

周知しているが123校（49.4％）、保護者に周知しているが103校

（41.4％） 
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携強化に係る通知等を発出している。 
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Ａなど地域の関係団体等とともに、いじめの問題について協議する機会を
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（注） 60関係3機関は、調査対象とした20県に所在する機関で、①県警は、調査事項によ
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指定される中央児童相談所を、③法務局等は、8法務局と12地方法務局を調査対象と
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ア 学校等と関係3機関間における平素からの情報共有体制の構築状況 

60教委・249校及び60関係3機関における連絡会議の開催などの平素か

らの情報共有体制の構築に係る取組状況について調査したところ、次の

とおりであった。 

  

60教委のうち連絡協議会を設置している50教委の連絡協議会への関係

3機関の参画状況をみると、県警の参画が49教委（98.0％）、児童相談所の

参画及び法務局等の参画がそれぞれ46教委（92.0％）であった。 
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を依頼する際に、連携して対処すべき事案が発生したときには情報共有

をしながら対処する旨を相互に確認しているもの等がみられた。 

 これら平素からの情報共有体制の構築について工夫している取組とし

て、次のようなものがみられた。 

① 県教委及び県内市教委と県警は、いじめや非行等の事案について相

互に情報提供するための申合せを締結している。また、同県教委と県
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警は、年5回程度会議を開催し、いじめも含めた児童生徒の問題行動等
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うに取り組み、同県教委が実施した学校と県警の連携等に係る学校へ

の調査でも概ね評価される結果が得られていることから、今後も継続

して県警と連携していくことが重要と考えているとしている。 

② 中学校では、毎年、校長等が警察署を訪問して連携に向けた協力を

依頼しているほか、年5回、同警察署との連絡会議において、いじめの

情報の提供を依頼するとともに、学校におけるいじめの情報を提供し、

相互に情報の共有を図っている。 

同校は、当該取組を行っている理由として、学校で対応しきれない
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から連絡担当となる窓口を把握したり交流したりすることが必要である
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機関との連携が必要となるようないじめ事案が発生していないため、②
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④ 「子どもの人権１１０番」（法務局等）については、児童生徒に周知

しているが196校（78.7％）、保護者に周知しているが173校（69.5％） 

また、周知している学校の中には、いじめに係るアンケート用紙、生

徒の学習生活ノート、長期休業前に生徒及びその保護者に配付する便り

等に相談窓口を記載するなどして、様々な機会を捉えて相談窓口を周知

する工夫を図っているものもみられた。 

一方、周知していない学校の主な理由は、周知の依頼がないため、周

知先機関の業務を知らなかったため等であった。 

 

ウ 学校における地域や家庭等との連携状況 

249校における地域や家庭等との連携状況を調査したところ、町内会に

対して地域の見守りを通じたいじめに係る情報の提供を呼びかけている

ものや、学校便り、保護者会等を活用して学校のいじめに対する取組を

説明し情報共有を図るとともに、被害・加害生徒の保護者への働きかけ

に当たり必要に応じてＰＴＡに協力を依頼し連携しているもの等がみら

れた。これらの中には、町内会等からの情報提供により生徒間のトラブ

ルに早期に対応するなど効果的にいじめの防止等に取り組んだもの等も

みられた。 

 

エ 学校及び県警におけるスクールサポーターの活用状況 

  249校及び20県警におけるスクールサポーターの活用状況を調査した

ところ、次のとおりであった。 

（学校におけるスクールサポーターの活用状況） 

249校における県警からのスクールサポーターの派遣の受入状況をみ

ると、派遣を受け入れているものが65校（26.1％）みられた。 

派遣を受け入れている65校におけるスクールサポーターの協力や支援

の内容をみると、①いじめに係る情報交換等が31校（47.7％）、②いじめ

防止を主眼とする非行防止教室の開催等の啓発活動が14校（21.5％）、③

学校が加害生徒に指導する際の助言等学校におけるいじめへの対処の支

援が9校（13.8％）、④学校いじめ対策組織等への参画が6校（9.2％）、⑤

学校内の巡回、見守りが5校（7.7％）等であった。これらの中には、学校

内の巡回によりいじめにつながる可能性のある事案を発見し、教員とス

クールサポーターが状況に応じて生徒への指導役とサポート役を代えな

がら連携して対応することで、効果的に指導したもの等もみられた。 

また、派遣を受け入れている65校及び派遣を受け入れていない184校に

対し、スクールサポーターの活用に関する意見を聴取したところ、派遣

を受け入れている42校（64.6％）及び派遣を受け入れていない73校

（39.7％）から回答が得られた。 

その結果、次のとおり、受入れの有無によって活用に関する意見に大

幅な違いがみられた。  
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 ① 派遣を受け入れている42校では、スクールサポーターはいじめの防

止等に当たり必要性が高いが33校（78.6％）、低いが4校（9.5％）等 

 ② 派遣を受け入れていない73校では、スクールサポーターはいじめの

防止等に当たり必要性が高いが16校（21.9％）、低いが39校（53.4％）、

スクールサポーターの役割がよく分からない等が18校（24.7％）等 

 

なお、派遣を受け入れていない学校の中には、スクールサポーターの

業務内容の情報が乏しい、いじめ事案への対応にスクールサポーター制

度を活用するという認識がそれほど強いものでなかったなどの意見もみ

られた。 

 

（県警におけるスクールサポーターの活動内容等） 

20県警におけるスクールサポーターの配置状況をみると、配置してい

るものが17県警（85.0％）であった。なお、配置していない県警におい

て、少年の非行防止、児童生徒の安全確保等を目的として、学校からの

相談を受けたり学校訪問をしたりするなどのスクールサポーターの任務

を含む活動を実施する職員を配置しているものもみられた。 

また、スクールサポーターを配置している17県警におけるスクールサ

ポーターの活動内容をみると、①いじめ防止を主眼とする非行防止教室

の開催等の啓発活動が9県警（52.9％）、②いじめ事案の対応について学

校に助言等学校におけるいじめへの対処の支援が8県警（47.1％）、③学

校内の巡回、見守りが5県警（29.4％）、④学校いじめ対策組織への参画

が4県警（23.5％）、⑤いじめに係る学校等との情報交換等が4県警

（23.5％）等であった。 

これらの中には、スクールサポーターの活動により、次のように効果

的にいじめを解決したものもみられた。 

① 学校が保護者と膠
こ う

着状態となったいじめ事案において、スクール

サポーターがいじめの事実確認や保護者との面接に当たり、学校に

助言したことにより、解決が図られた。 

② 学校からのいじめ発覚の相談を受け、スクールサポーターが目撃

者の特定等の事件化を見据えた対応を助言し、学校が迅速に対応し

たため、事案の早期解明、被害生徒との隔離、加害生徒の検挙（恐

喝）等が可能となり、早期解決に至った。 
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④ 「子どもの人権１１０番」（法務局等）については、児童生徒に周知
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図表 2-⑸-① いじめ防止対策推進法（平成 25年法律第 71号）＜抜粋＞ 

（関係機関等との連携等）  

第17条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめを行っ

た児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止等のための対策が関係者

の連携の下に適切に行われるよう、関係省庁相互間その他関係機関、学校、家庭、地域社会及び民

間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めるものとする。 

（いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保及び資質の向上） 

第18条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめを行っ

た児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止等のための対策が専門的

知識に基づき適切に行われるよう、教員の養成及び研修の充実を通じた教員の資質の向上、生徒指

導に係る体制等の充実のための教諭、養護教諭その他の教員の配置、心理、福祉等に関する専門的

知識を有する者であっていじめの防止を含む教育相談に応じるものの確保、いじめへの対処に関し

助言を行うために学校の求めに応じて派遣される者の確保等必要な措置を講ずるものとする。 

2 （略） 

（インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進） 

第19条 （略） 

2  （略） 

3  インターネットを通じていじめが行われた場合において、当該いじめを受けた児童等又はその保

護者は、当該いじめに係る情報の削除を求め、又は発信者情報（特定電気通信役務提供者の損害賠

償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成十三年法律第百三十七号）第四条第一項に

規定する発信者情報をいう。）の開示を請求しようとするときは、必要に応じ、法務局又は地方法務

局の協力を求めることができる。 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-② いじめの防止等のための基本的な方針（平成 25年 10月 11日文部科学大臣決定（最終改

定 平成 29 年 3月 14日））＜抜粋＞ 

第 1 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 

1～6 （略） 

7 いじめの防止等に関する基本的考え方 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 地域や家庭との連携について 

  社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すため、学校関係者と地域、家庭との連携

が必要である。例えばＰＴＡや地域の関係団体等と学校関係者が、いじめの問題について協議

する機会を設けたり、学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）を活用したりするなど、

いじめの問題について地域、家庭と連携した対策を推進することが必要である。 

また、より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにするため、学校

と地域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築する。 

⑸ 関係機関との連携について 

いじめの問題への対応においては、例えば、学校や教育委員会においていじめる児童生徒に

対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず、その指導により十分な効果を上げる

ことが困難な場合などには、関係機関（警察、児童相談所、医療機関、法務局等の人権擁護機

関、都道府県私立学校主管部局等を想定）との適切な連携が必要であり、警察、児童相談所、法

務局等の人権擁護機関等との適切な連携を図るため、平素から、学校や学校の設置者と関係機

関の担当者の窓口交換や連絡会議の開催など、情報共有体制を構築しておくことが必要である。 

例えば、教育相談の実施に当たり必要に応じて、医療機関などの専門機関との連携を図った

り、法務局など、学校以外の相談窓口についても児童生徒へ適切に周知したりするなど、学校

や学校の設置者が、関係機関による取組と連携することも重要である。 

第 2 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 

 1 いじめの防止等のために国が実施する施策 （略） 

 2 いじめの防止等のために地方公共団体等が実施すべき施策 

  ⑴～⑷ （略） 

  ⑸ 地方公共団体等が実施すべき施策 

   （略） 

   ○ いじめの防止等のための対策が専門的知識に基づき適切に行われるよう、（略）心理、福祉等

に関する専門的知識を有する者であっていじめの防止を含む教育相談に応じる者の確保、いじ

めへの対処に関し助言を行うために学校の求めに応じて派遣される者の確保等必要な措置 

    ・ 「心理、福祉等に関する専門的知識を有する者」や「いじめへの対処に関し助言を行うた

めに学校の求めに応じて派遣される者」として、心理や福祉の専門家であるスクールカウ

ンセラー・スクールソーシャルワーカー、教員経験者やスクールサポーター等の警察官経

験者、弁護士等が想定される。 

   （略） 

 3・4 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-③ 警察庁組織令（昭和 29年政令第 180号）＜抜粋＞ 

（少年課） 

第 17条 少年課においては、次の事務をつかさどる。 

一 少年非行の防止に関する企画及び立案に関すること。 

二・三 （略） 

 四 犯罪その他少年の健全な育成を阻害する行為に係る被害少年の保護に関すること。 

 五～八 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-④ 厚生労働省組織令（平成 12年政令第 252号）＜抜粋＞ 

（子ども家庭局の所掌事務） 

第 10条 子ども家庭局は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 児童の福祉に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 

二～十五 （略） 

（子育て支援課の所掌事務） 

第 96条 子育て支援課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一～五 （略） 

 六 児童相談所に関すること。 

 七～十四 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-⑤ 法務省設置法（平成 11年法律第 93号）＜抜粋＞ 

（所掌事務）  

第 4条 法務省は、前条第一項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一～二十五の二 （略） 

 二十六 人権侵犯事件に係る調査並びに被害の救済及び予防に関すること。 

 二十七 人権啓発及び民間における人権擁護運動の助長に関すること。 

 二十八 人権擁護委員に関すること。 

 二十九 人権相談に関すること。 

 三十～三十九 （略） 

2 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 
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図表 2-⑸-① いじめ防止対策推進法（平成 25年法律第 71号）＜抜粋＞ 

（関係機関等との連携等）  

第17条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめを行っ

た児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止等のための対策が関係者

の連携の下に適切に行われるよう、関係省庁相互間その他関係機関、学校、家庭、地域社会及び民

間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めるものとする。 

（いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保及び資質の向上） 

第18条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめを行っ

た児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止等のための対策が専門的

知識に基づき適切に行われるよう、教員の養成及び研修の充実を通じた教員の資質の向上、生徒指

導に係る体制等の充実のための教諭、養護教諭その他の教員の配置、心理、福祉等に関する専門的

知識を有する者であっていじめの防止を含む教育相談に応じるものの確保、いじめへの対処に関し

助言を行うために学校の求めに応じて派遣される者の確保等必要な措置を講ずるものとする。 

2 （略） 

（インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進） 

第19条 （略） 

2  （略） 

3  インターネットを通じていじめが行われた場合において、当該いじめを受けた児童等又はその保

護者は、当該いじめに係る情報の削除を求め、又は発信者情報（特定電気通信役務提供者の損害賠

償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成十三年法律第百三十七号）第四条第一項に

規定する発信者情報をいう。）の開示を請求しようとするときは、必要に応じ、法務局又は地方法務

局の協力を求めることができる。 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-② いじめの防止等のための基本的な方針（平成 25 年 10月 11日文部科学大臣決定（最終改

定 平成 29年 3月 14日））＜抜粋＞ 

第 1 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 

1～6 （略） 

7 いじめの防止等に関する基本的考え方 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 地域や家庭との連携について 

  社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すため、学校関係者と地域、家庭との連携

が必要である。例えばＰＴＡや地域の関係団体等と学校関係者が、いじめの問題について協議

する機会を設けたり、学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）を活用したりするなど、

いじめの問題について地域、家庭と連携した対策を推進することが必要である。 

また、より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにするため、学校

と地域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築する。 

⑸ 関係機関との連携について 

いじめの問題への対応においては、例えば、学校や教育委員会においていじめる児童生徒に

対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず、その指導により十分な効果を上げる

ことが困難な場合などには、関係機関（警察、児童相談所、医療機関、法務局等の人権擁護機

関、都道府県私立学校主管部局等を想定）との適切な連携が必要であり、警察、児童相談所、法

務局等の人権擁護機関等との適切な連携を図るため、平素から、学校や学校の設置者と関係機

関の担当者の窓口交換や連絡会議の開催など、情報共有体制を構築しておくことが必要である。 

例えば、教育相談の実施に当たり必要に応じて、医療機関などの専門機関との連携を図った

り、法務局など、学校以外の相談窓口についても児童生徒へ適切に周知したりするなど、学校

や学校の設置者が、関係機関による取組と連携することも重要である。 

第 2 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 

 1 いじめの防止等のために国が実施する施策 （略） 

 2 いじめの防止等のために地方公共団体等が実施すべき施策 

  ⑴～⑷ （略） 

  ⑸ 地方公共団体等が実施すべき施策 

   （略） 

   ○ いじめの防止等のための対策が専門的知識に基づき適切に行われるよう、（略）心理、福祉等

に関する専門的知識を有する者であっていじめの防止を含む教育相談に応じる者の確保、いじ

めへの対処に関し助言を行うために学校の求めに応じて派遣される者の確保等必要な措置 

    ・ 「心理、福祉等に関する専門的知識を有する者」や「いじめへの対処に関し助言を行うた

めに学校の求めに応じて派遣される者」として、心理や福祉の専門家であるスクールカウ

ンセラー・スクールソーシャルワーカー、教員経験者やスクールサポーター等の警察官経

験者、弁護士等が想定される。 

   （略） 

 3・4 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-③ 警察庁組織令（昭和 29年政令第 180号）＜抜粋＞ 

（少年課） 

第 17条 少年課においては、次の事務をつかさどる。 

一 少年非行の防止に関する企画及び立案に関すること。 

二・三 （略） 

 四 犯罪その他少年の健全な育成を阻害する行為に係る被害少年の保護に関すること。 

 五～八 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-④ 厚生労働省組織令（平成 12年政令第 252号）＜抜粋＞ 

（子ども家庭局の所掌事務） 

第 10条 子ども家庭局は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 児童の福祉に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 

二～十五 （略） 

（子育て支援課の所掌事務） 

第 96条 子育て支援課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一～五 （略） 

 六 児童相談所に関すること。 

 七～十四 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-⑤ 法務省設置法（平成 11年法律第 93号）＜抜粋＞ 

（所掌事務）  

第 4条 法務省は、前条第一項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一～二十五の二 （略） 

 二十六 人権侵犯事件に係る調査並びに被害の救済及び予防に関すること。 

 二十七 人権啓発及び民間における人権擁護運動の助長に関すること。 

 二十八 人権擁護委員に関すること。 

 二十九 人権相談に関すること。 

 三十～三十九 （略） 

2 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 
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図表 2-⑸-⑥ 教委及び学校等と関係 3機関との連携に係る文部科学省の主な通知 

○ 「いじめ問題への的確な対応に向けた警察との連携について（通知）」（平成 25年 1月 24日付け

24文科初第 1074 号文部科学省初等中等教育局長通知）＜抜粋＞ 

（略） 

本日、警察庁において、（略）「学校におけるいじめ問題への的確な対応について」（以下「別添通知」

という。）が発出され、警察としても、いじめ事案への必要な対応を的確に行うため、これまで以上に

学校との連携を強化しなければならないことなどが示されました。 

（略）ここに示された事項については、学校及び教育委員会等としても、主体的に警察と連携・協

力し、取組を進めていただくべきものであると考えます。 

また、（略）、学校及び教育委員会等が、警察における対応の考え方を理解し、いじめ事案に関して、

警察に対し適切に連携を求めていくことは、重要なことです。 

ついては（略）下記の事項に留意の上、別添通知について周知を図り、学校と警察の連携の一層の

強化が図られるよう、御指導をお願いします。 

記 

1 警察との連携強化によるいじめ事案の早期把握（別添通知 2⑶関連） 

 ⑴ 警察との情報共有態勢の構築 

（略）学校や教育委員会と警察が日頃から緊密に情報共有できる態勢の構築が重要であること

から、次の取組を積極的に進めること。 

1 連絡窓口の指定 

    警察との間で連絡窓口となる担当教職員を指定しておくこと。 

    2 学校警察連絡協議会等の活用 

    （略） 

また、学校警察連絡協議会等の場において、学校におけるいじめ問題に関する学校・教育委員

会と警察との連携について具体的に協議を行うなど、学校警察連絡協議会等の活性化を図るこ

と。 

    3 警察との協定等の活用 

    学校・教育委員会と警察との相互連絡の枠組みに係る協定等において、連絡対象事案として犯

罪行為として取り扱われるべきと認められるいじめ事案を盛り込むことにより、連絡が一層円

滑に行われるよう当該協定等について必要な見直し等を行うこと。 

⑵ スクールサポーター制度の受入れ等 

   学校においては、警察署等に配置されているスクールサポーターによる学校訪問や校内巡回を

求めるなど、積極的な受入れを図ること。 

（略） 

2 警察と連携したいじめ事案への適確な対応（別添通知 4関連） （略） 

 

○ 「学校等と法務省の人権機関との連携強化について（通知）」（平成 25年 4月 2日付け 25初児生

第 3号文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）＜抜粋＞ 

（略）教育再生実行会議の第一次提言においては、いじめから一人でも多くの子どもを救うために、

社会総がかりでいじめに対峙していくため、関係機関との連携・協力が求められており、学校等が連

携する機関として、法務局・地方法務局とその支局及び人権擁護委員（以下「人権機関」という。）が

あります。これらの機関では、児童生徒を含む国民一人一人が人権への理解を深めるための「人権啓

発」及び、人権問題全般について相談に応じ、学校におけるいじめの事案等について人権侵犯事件と

して調査を行い、被害の救済を図る「人権救済」を行っています。（略） 

 貴職においては、これらの取組を活用するなど、更なる連携を推進するため、管下の学校等に対し、

下記の事項の周知をお願いします。 

 なお、本件については、法務省人権擁護局と協議済みであることを申し添えます。 

記 

1. いじめの未然防止のためには、道徳教育の充実を図るとともに、児童生徒一人一人の人権意識を

高める教育を充実することが重要であり、授業や講演会、教員研修等において、法務局職員や人権

擁護委員を招くなどの連携を図ることが効果的であること。 

  また、児童生徒に対する人権機関の取組や相談窓口が周知されるよう、その取組に関するポスタ

ーの学校内掲示等の広報に積極的に協力するよう努めること。  

2. 人権侵犯事件の調査について理解するとともに、学校等に調査の協力を求められた場合は、速や

かに協力すべきであること。 

   また、学校におけるいじめ問題の解決を図るため、当事者や保護者による話合いや有識者を交え

てのケース会議などの各種協議の場に法務局職員や人権擁護委員の出席を求めるなどの連携を図る

ことは重要であること。 

 

○ 「いじめ防止基本方針を踏まえた関係機関との連携について（通知）」（平成 26年 3月 10日付け

25初児生第 53号文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）＜抜粋＞ 

（略）基本方針を踏まえた関係機関との連携について、警察庁及び厚生労働省から所管の機関に対

し、学校や教育委員会等（以下「学校等」という。）と連携する上での留意事項等が示されており、学

校等が警察や児童相談所と連携を進めていく上で、これらの機関の留意事項等を理解しておくことは

重要です。 

ついては（略）学校等と警察及び児童相談所の連携が一層強化されるよう、御指導をお願いします。 

（略） 
（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-⑦ 教委及び学校等と県警との連携に係る警察庁の主な通達 

○ 「学校におけるいじめ問題への的確な対応について」（平成 25年 1月 24日付け警察庁丙少発第 1

号警察庁生活安全局長通達）＜抜粋＞ 

（略） 

1 学校におけるいじめ問題への対応に関する基本的な考え方 （略） 

2 いじめ事案の早期把握 

 ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 学校等との連携強化による早期把握 

ア 学校等との情報共有態勢の構築 

（略）警察と学校等が日頃から緊密に情報共有できる態勢の構築が重要であることから、次

の取組を積極的に進めること。 

(ｱ) 連絡窓口の指定 

   警察と学校等との間で連絡窓口となる担当職員を指定しておくこと。 

(ｲ) 学校警察連絡協議会等の活用 

（略）学校警察連絡協議会等の場において学校におけるいじめ問題に関する警察と学校等

との連携について具体的に協議を行うなど、学校警察連絡協議会等の活性化を図ること。 

(ｳ) 警察と学校等との協定等の活用 

警察と学校等との相互連絡の枠組みに係る協定等における連絡対象事案として、犯罪行為

として取り扱われるべきと認められるいじめ事案を盛り込むことにより、連絡が一層円滑に

行われるよう、当該協定等について必要な見直し等を行うこと。 

イ スクールサポーター制度の活用 

スクールサポーターは、警察と学校との緊密な連携を図る上での架け橋として重要な役割を

果たしていることから、スクールサポーター制度の拡充に努めるとともに、警察署等に積極的

に配置し、次の活動を行わせるなどして活用を推進すること。 

（略） 

(ｱ) 学校への訪問活動の強化による情報の収集 

学校への訪問活動を強化し、校内の巡回、教員等からの聞き取り等により、いじめを始め

とする少年の問題行動等に関する情報収集に努めるとともに、把握した情報については、学

校及びスクールサポーターが配置された警察署等（以下「配置署等」という。）に確実に連

絡・報告すること。 

なお、活動を通じて、保護者等からいじめ事案に関する相談を受けた場合には、相談者の

立場に立った適切な指導・助言を行うこと。 

(ｲ) 犯罪行為として取り扱われるべきと認められるいじめ事案に関する速やかな連絡等 （略） 

3・4 （略） 
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図表 2-⑸-⑥ 教委及び学校等と関係 3機関との連携に係る文部科学省の主な通知 

○ 「いじめ問題への的確な対応に向けた警察との連携について（通知）」（平成 25年 1月 24日付け

24文科初第 1074 号文部科学省初等中等教育局長通知）＜抜粋＞ 

（略） 

本日、警察庁において、（略）「学校におけるいじめ問題への的確な対応について」（以下「別添通知」

という。）が発出され、警察としても、いじめ事案への必要な対応を的確に行うため、これまで以上に

学校との連携を強化しなければならないことなどが示されました。 

（略）ここに示された事項については、学校及び教育委員会等としても、主体的に警察と連携・協

力し、取組を進めていただくべきものであると考えます。 

また、（略）、学校及び教育委員会等が、警察における対応の考え方を理解し、いじめ事案に関して、

警察に対し適切に連携を求めていくことは、重要なことです。 

ついては（略）下記の事項に留意の上、別添通知について周知を図り、学校と警察の連携の一層の

強化が図られるよう、御指導をお願いします。 

記 

1 警察との連携強化によるいじめ事案の早期把握（別添通知 2⑶関連） 

 ⑴ 警察との情報共有態勢の構築 

（略）学校や教育委員会と警察が日頃から緊密に情報共有できる態勢の構築が重要であること

から、次の取組を積極的に進めること。 

1 連絡窓口の指定 

    警察との間で連絡窓口となる担当教職員を指定しておくこと。 

    2 学校警察連絡協議会等の活用 

    （略） 

また、学校警察連絡協議会等の場において、学校におけるいじめ問題に関する学校・教育委員

会と警察との連携について具体的に協議を行うなど、学校警察連絡協議会等の活性化を図るこ

と。 

    3 警察との協定等の活用 

    学校・教育委員会と警察との相互連絡の枠組みに係る協定等において、連絡対象事案として犯

罪行為として取り扱われるべきと認められるいじめ事案を盛り込むことにより、連絡が一層円

滑に行われるよう当該協定等について必要な見直し等を行うこと。 

⑵ スクールサポーター制度の受入れ等 

   学校においては、警察署等に配置されているスクールサポーターによる学校訪問や校内巡回を

求めるなど、積極的な受入れを図ること。 

（略） 

2 警察と連携したいじめ事案への適確な対応（別添通知 4関連） （略） 

 

○ 「学校等と法務省の人権機関との連携強化について（通知）」（平成 25年 4月 2日付け 25初児生

第 3号文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）＜抜粋＞ 

（略）教育再生実行会議の第一次提言においては、いじめから一人でも多くの子どもを救うために、

社会総がかりでいじめに対峙していくため、関係機関との連携・協力が求められており、学校等が連

携する機関として、法務局・地方法務局とその支局及び人権擁護委員（以下「人権機関」という。）が

あります。これらの機関では、児童生徒を含む国民一人一人が人権への理解を深めるための「人権啓

発」及び、人権問題全般について相談に応じ、学校におけるいじめの事案等について人権侵犯事件と

して調査を行い、被害の救済を図る「人権救済」を行っています。（略） 

 貴職においては、これらの取組を活用するなど、更なる連携を推進するため、管下の学校等に対し、

下記の事項の周知をお願いします。 

 なお、本件については、法務省人権擁護局と協議済みであることを申し添えます。 

記 

1. いじめの未然防止のためには、道徳教育の充実を図るとともに、児童生徒一人一人の人権意識を

高める教育を充実することが重要であり、授業や講演会、教員研修等において、法務局職員や人権

擁護委員を招くなどの連携を図ることが効果的であること。 

  また、児童生徒に対する人権機関の取組や相談窓口が周知されるよう、その取組に関するポスタ

ーの学校内掲示等の広報に積極的に協力するよう努めること。  

2. 人権侵犯事件の調査について理解するとともに、学校等に調査の協力を求められた場合は、速や

かに協力すべきであること。 

   また、学校におけるいじめ問題の解決を図るため、当事者や保護者による話合いや有識者を交え

てのケース会議などの各種協議の場に法務局職員や人権擁護委員の出席を求めるなどの連携を図る

ことは重要であること。 

 

○ 「いじめ防止基本方針を踏まえた関係機関との連携について（通知）」（平成 26年 3月 10日付け

25初児生第 53号文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）＜抜粋＞ 

（略）基本方針を踏まえた関係機関との連携について、警察庁及び厚生労働省から所管の機関に対

し、学校や教育委員会等（以下「学校等」という。）と連携する上での留意事項等が示されており、学

校等が警察や児童相談所と連携を進めていく上で、これらの機関の留意事項等を理解しておくことは

重要です。 

ついては（略）学校等と警察及び児童相談所の連携が一層強化されるよう、御指導をお願いします。 

（略） 
（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-⑦ 教委及び学校等と県警との連携に係る警察庁の主な通達 

○ 「学校におけるいじめ問題への的確な対応について」（平成 25年 1月 24日付け警察庁丙少発第 1

号警察庁生活安全局長通達）＜抜粋＞ 

（略） 

1 学校におけるいじめ問題への対応に関する基本的な考え方 （略） 

2 いじめ事案の早期把握 

 ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 学校等との連携強化による早期把握 

ア 学校等との情報共有態勢の構築 

（略）警察と学校等が日頃から緊密に情報共有できる態勢の構築が重要であることから、次

の取組を積極的に進めること。 

(ｱ) 連絡窓口の指定 

   警察と学校等との間で連絡窓口となる担当職員を指定しておくこと。 

(ｲ) 学校警察連絡協議会等の活用 

（略）学校警察連絡協議会等の場において学校におけるいじめ問題に関する警察と学校等

との連携について具体的に協議を行うなど、学校警察連絡協議会等の活性化を図ること。 

(ｳ) 警察と学校等との協定等の活用 

警察と学校等との相互連絡の枠組みに係る協定等における連絡対象事案として、犯罪行為

として取り扱われるべきと認められるいじめ事案を盛り込むことにより、連絡が一層円滑に

行われるよう、当該協定等について必要な見直し等を行うこと。 

イ スクールサポーター制度の活用 

スクールサポーターは、警察と学校との緊密な連携を図る上での架け橋として重要な役割を

果たしていることから、スクールサポーター制度の拡充に努めるとともに、警察署等に積極的

に配置し、次の活動を行わせるなどして活用を推進すること。 

（略） 

(ｱ) 学校への訪問活動の強化による情報の収集 

学校への訪問活動を強化し、校内の巡回、教員等からの聞き取り等により、いじめを始め

とする少年の問題行動等に関する情報収集に努めるとともに、把握した情報については、学

校及びスクールサポーターが配置された警察署等（以下「配置署等」という。）に確実に連

絡・報告すること。 

なお、活動を通じて、保護者等からいじめ事案に関する相談を受けた場合には、相談者の

立場に立った適切な指導・助言を行うこと。 

(ｲ) 犯罪行為として取り扱われるべきと認められるいじめ事案に関する速やかな連絡等 （略） 

3・4 （略） 
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○ 「いじめ防止対策推進法の施行について」（平成 25 年 9 月 26 日付け警察庁丙少発第 20号警察庁

生活安全局長通達）＜抜粋＞ 

（略） 

1 制定の趣旨及び目的 （略） 

2 法の要点及び留意事項 

⑴ 総則 （略） 

⑵ いじめ防止基本方針等 

ア いじめ防止基本方針（第 11 条～第 13条関係） （略） 

イ いじめ問題対策連絡協議会（第 14条関係） 

（略）必要に応じて当該連絡協議会に参加し、学校等と日頃から緊密に情報共有できる態勢

の構築に努めること。 

⑶ 基本的施策 

ア いじめの早期発見のための措置（第 16条関係） 

  （略） 

  警察では、少年相談活動においていじめ事案に関する相談にも対応しているところであるが、

（略）相談窓口についての周知の徹底を図ること。 

イ 人材の確保及び資質の向上 （略） 

⑷ いじめの防止等に関する措置 （略） 

 

○ 「いじめ防止基本方針の改定について」（平成 29 年 3 月 29 日付け警察庁丁少発第 74号警察庁生

活安全局少年課長通達）＜抜粋＞ 

（略） 

1 国が実施すべき施策として定められた事項 

 ⑴ いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保（基本方針 11頁関係） 

 （略） 

いじめ問題に的確に対応するためには、警察と学校等との連携を強化する必要があるが、スクール

サポーターは両者の架け橋として重要な役割を果たすものである。（略） 

 ⑵ インターネット上のいじめへの対応（基本方針 12頁関係） （略） 

2 地方公共団体が実施すべき施策として定められた事項（基本方針 18頁関係） 

 （略）学校等との連携に当たっては、次のような活動をスクールサポーターに行わせることも効果

的と考えられる。 

⑴ 学校が加害児童等に指導する際の助言 

   いじめ事案に関し、学校が加害児童等に対して指導を行うに当たり、対応方法等について相談を

受けた際に、必要な助言を行い、学校が適切な指導を行えるよう支援する。 

 ⑵ いじめ防止を主眼とした非行防止教室の開催等 

   学校及び学校の所在地を管轄する警察署と連携し、児童等に対するいじめの防止を主眼とした非

行防止教室の開催等の啓発活動を行うとともに、保護者会等の機会を捉えて、保護者に対する啓発

を行うなど、いじめの防止を図るための取組を行う。 

⑶ 加害児童等への注意・説諭 

加害児童等に対して、その健全な育成を図るための注意・説諭を行う。なお、当該支援について

は、被害児童等やその保護者に同意を得た上で行うようにすること。 

3 学校の設置者として実施すべき施策（基本方針 21頁関係） （略） 

4 いじめの防止等のために学校が実施すべき施策として定められた事項 

 ⑴ 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織（基本方針 28頁関係） 

   （略） 

   学校からの求めがあれば、スクールサポーターを対策組織に参加させるなどして、学校における

いじめの防止等の対策に協力すること。 

   （略） 

⑵ 学校におけるいじめの防止等に関する措置（基本方針 29頁関係） （略）  

（注） 下線は、当省が付した。  

 

図表 2-⑸-⑧ 教委及び学校等と児童相談所との連携に係る厚生労働省の通知等 

○ 「「いじめ防止対策推進法」の施行及び「いじめ防止基本方針」の策定に伴う児童相談所と学校等

の連携等について」（平成 26 年 2 月 7 日付け雇児総発 0207 第 1 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局総務課長通知）＜抜粋＞ 

（略）いじめ防止基本方針が策定されました。 

この中で、児童相談所に関する事項は下記のとおりであるので、（略）日頃からの児童相談所と学校

や学校の設置者等との情報共有、要保護児童対策地域協議会における情報共有、研修講師の派遣など、

学校や学校の設置者等との一層の連携強化を働きかけられるようお願いします。 

（略） 

記 

1 いじめ防止基本方針中第 1の 3の⑵の①および第 2の 2の⑶ 

地方公共団体が条例の定めるところにより設置することができる「いじめ問題対策連絡協議会」 

を構成する関係者として児童相談所が含まれていること（法第 14条第 l項関連） 

2 いじめ防止基本方針中第 1の 7の⑸ 

学校や学校の設置者は児童相談所などの関係機関と適切な連携を図るため、平素から担当者の窓

口交換や連絡会議の開催など、情報共有体制を構築しておくこと 

 

（別紙） （略） 

 

○ 要保護児童対策地域協議会の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）厚生労働省の資料による。 

（注） 下線は、当省が付した。  

 

図表 2-⑸-⑨ 教委及び学校等と法務局等との連携に係る法務省の主な通知等 

○ 「子どもの人権擁護を推進するための学校等との連携強化及び学校における児童・生徒を対象と

する相談窓口の広報強化について（通知）」（平成 25 年 4 月 2 日付け法務省権総第 108 号法務省人

権擁護局総務課長通知）＜抜粋＞ 

（略）いじめに関する相談窓口の広報の強化については、（略）いまだに悩みを抱えて誰にも相談

できない児童・生徒が多いことが懸念されます。 

そこで、教育関係者、保護者、児童・生徒に対して、法務省の人権擁護機関の取組や相談窓口を周

知されるよう、人権教室や人権の花運動等各種啓発活動を含むあらゆる機会を捉えて、積極的に広

報するほか、全国の学校内に、子どもの人権ＳＯＳミニレターを含む法務省の人権擁護機関の取組

を年聞を通じて紹介するポスターを掲示してもらうなど、学校における広報を更に強化するようお

願いします。 

 

○ 「「いじめの防止等のための基本的な方針」に適切に対応するための留意事項について」（平成 25

年 10月 31日付け事務連絡（法務省人権擁護局））＜抜粋＞ 

（略）本方針について各局が留意すべき主な事項は、下記のとおりです。 
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○ 「いじめ防止対策推進法の施行について」（平成 25 年 9 月 26 日付け警察庁丙少発第 20号警察庁

生活安全局長通達）＜抜粋＞ 

（略） 

1 制定の趣旨及び目的 （略） 

2 法の要点及び留意事項 

⑴ 総則 （略） 

⑵ いじめ防止基本方針等 

ア いじめ防止基本方針（第 11条～第 13条関係） （略） 

イ いじめ問題対策連絡協議会（第 14条関係） 

（略）必要に応じて当該連絡協議会に参加し、学校等と日頃から緊密に情報共有できる態勢

の構築に努めること。 

⑶ 基本的施策 

ア いじめの早期発見のための措置（第 16条関係） 

  （略） 

  警察では、少年相談活動においていじめ事案に関する相談にも対応しているところであるが、

（略）相談窓口についての周知の徹底を図ること。 

イ 人材の確保及び資質の向上 （略） 

⑷ いじめの防止等に関する措置 （略） 

 

○ 「いじめ防止基本方針の改定について」（平成 29 年 3 月 29 日付け警察庁丁少発第 74号警察庁生

活安全局少年課長通達）＜抜粋＞ 

（略） 

1 国が実施すべき施策として定められた事項 

 ⑴ いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保（基本方針 11 頁関係） 

 （略） 

いじめ問題に的確に対応するためには、警察と学校等との連携を強化する必要があるが、スクール

サポーターは両者の架け橋として重要な役割を果たすものである。（略） 

 ⑵ インターネット上のいじめへの対応（基本方針 12頁関係） （略） 

2 地方公共団体が実施すべき施策として定められた事項（基本方針 18 頁関係） 

 （略）学校等との連携に当たっては、次のような活動をスクールサポーターに行わせることも効果

的と考えられる。 

⑴ 学校が加害児童等に指導する際の助言 

   いじめ事案に関し、学校が加害児童等に対して指導を行うに当たり、対応方法等について相談を

受けた際に、必要な助言を行い、学校が適切な指導を行えるよう支援する。 

 ⑵ いじめ防止を主眼とした非行防止教室の開催等 

   学校及び学校の所在地を管轄する警察署と連携し、児童等に対するいじめの防止を主眼とした非

行防止教室の開催等の啓発活動を行うとともに、保護者会等の機会を捉えて、保護者に対する啓発

を行うなど、いじめの防止を図るための取組を行う。 

⑶ 加害児童等への注意・説諭 

加害児童等に対して、その健全な育成を図るための注意・説諭を行う。なお、当該支援について

は、被害児童等やその保護者に同意を得た上で行うようにすること。 

3 学校の設置者として実施すべき施策（基本方針 21頁関係） （略） 

4 いじめの防止等のために学校が実施すべき施策として定められた事項 

 ⑴ 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織（基本方針 28頁関係） 

   （略） 

   学校からの求めがあれば、スクールサポーターを対策組織に参加させるなどして、学校における

いじめの防止等の対策に協力すること。 

   （略） 

⑵ 学校におけるいじめの防止等に関する措置（基本方針 29 頁関係） （略）  

（注） 下線は、当省が付した。  

 

図表 2-⑸-⑧ 教委及び学校等と児童相談所との連携に係る厚生労働省の通知等 

○ 「「いじめ防止対策推進法」の施行及び「いじめ防止基本方針」の策定に伴う児童相談所と学校等

の連携等について」（平成 26 年 2 月 7 日付け雇児総発 0207 第 1 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局総務課長通知）＜抜粋＞ 

（略）いじめ防止基本方針が策定されました。 

この中で、児童相談所に関する事項は下記のとおりであるので、（略）日頃からの児童相談所と学校

や学校の設置者等との情報共有、要保護児童対策地域協議会における情報共有、研修講師の派遣など、

学校や学校の設置者等との一層の連携強化を働きかけられるようお願いします。 

（略） 

記 

1 いじめ防止基本方針中第 1の 3の⑵の①および第 2の 2の⑶ 

地方公共団体が条例の定めるところにより設置することができる「いじめ問題対策連絡協議会」 

を構成する関係者として児童相談所が含まれていること（法第 14条第 l項関連） 

2 いじめ防止基本方針中第 1の 7の⑸ 

学校や学校の設置者は児童相談所などの関係機関と適切な連携を図るため、平素から担当者の窓

口交換や連絡会議の開催など、情報共有体制を構築しておくこと 

 

（別紙） （略） 

 

○ 要保護児童対策地域協議会の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）厚生労働省の資料による。 

（注） 下線は、当省が付した。  

 

図表 2-⑸-⑨ 教委及び学校等と法務局等との連携に係る法務省の主な通知等 

○ 「子どもの人権擁護を推進するための学校等との連携強化及び学校における児童・生徒を対象と

する相談窓口の広報強化について（通知）」（平成 25 年 4 月 2 日付け法務省権総第 108 号法務省人

権擁護局総務課長通知）＜抜粋＞ 

（略）いじめに関する相談窓口の広報の強化については、（略）いまだに悩みを抱えて誰にも相談

できない児童・生徒が多いことが懸念されます。 

そこで、教育関係者、保護者、児童・生徒に対して、法務省の人権擁護機関の取組や相談窓口を周

知されるよう、人権教室や人権の花運動等各種啓発活動を含むあらゆる機会を捉えて、積極的に広

報するほか、全国の学校内に、子どもの人権ＳＯＳミニレターを含む法務省の人権擁護機関の取組

を年聞を通じて紹介するポスターを掲示してもらうなど、学校における広報を更に強化するようお

願いします。 

 

○ 「「いじめの防止等のための基本的な方針」に適切に対応するための留意事項について」（平成 25

年 10月 31日付け事務連絡（法務省人権擁護局））＜抜粋＞ 

（略）本方針について各局が留意すべき主な事項は、下記のとおりです。 
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記 

1 前提 （略） 

2 関係機関との連携について（方針第 1の 7の⑸参照） 

いじめの防止等に関する基本的な考え方として、いじめの問題への対応においては、法務局を含む

関係機関との適切な連携が必要であることが示されたこと。 

3 関係機関との連携促進（方針第 2の 1の⑵参照） 

いじめの防止等のために国が実施すべき施策として、各地域における、学校や学校の設置者等と、

法務局を含む関係機関との適切な連携を促進することが示されたこと。 

4 いじめ問題対策連絡協議会の設置（方針第 2の 2の⑶参照） 

いじめの防止等のために地方公共団体が実施すべき施策として、（略）「いじめ問題対策連絡協議

会」を設置することが望ましいとされ、その構成員には、法務局が想定されていること。 

5・6 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-⑩ 学校におけるいじめの問題に対する日常の取組 

（単位：％） 

区分（複数回答可） 平成25年度 26年度 27年度 28年度 

いじめの問題に対し、地域の関係機関と連携協

力した対応を図った 
19.2 22.9 － － 

いじめの問題に対し、警察署や児童相談所など

地域の関係機関と連携協力した対応を図った 
－ － 27.4 28.8 

教育相談の実施について、必要に応じて教育セン

ターなどの専門機関と連携を図るとともに、学校

以外の相談窓口の周知や広報の徹底を図った 

40.0 46.3 － － 

教育相談の実施について、学校以外の相談窓口

の周知や広報の徹底を図った 
－ － 67.6 71.5 

ＰＴＡや地域の関係団体等とともに、いじめの

問題について協議する機会を設けた 
25.9 33.1 － － 

ＰＴＡなど地域の関係団体等とともに、いじめ

の問題について協議する機会を設けた 
－ － 41.3 41.5 

（注）1 文部科学省の問題行動等調査に基づき、当省が作成した。 

2 複数回答可の方式である。構成比は、学校総数に対する割合である。 

3 項目内容の見直しにより、平成 25 年度及び 26年度と 27年度及び 28年度とは単純な比較ができ

ない項目もある。なお、項目内容の見直しにより該当がないものは「－」を記載している。 

 

図表 2-⑸-⑪ いじめの発見のきっかけ 

（単位：％） 

区分 平成25年度 26年度 27年度 28年度 

学校の教職員等が発見 68.1 66.0 66.3 66.0 

学校の教職員以外からの情報により発見 31.9 34.0 33.7 34.0 

 学校以外の関係機関（相談機関等含む）

からの情報 
0.2 0.2 0.2 0.2 

（注）1 文部科学省の問題行動等調査に基づき、当省が作成した。 

2 「学校の教職員等が発見」か「学校の教職員以外からの情報により発見」のいずれかを選択し、そ    

の内訳についても、該当するもの（本表の区分のほか、「学級担任が発見」、「本人からの訴え」等）を

一つ選択する方式によるものである。 

3 構成比は、認知件数に対する割合である。

図表 2-⑸-⑫ 調査対象 60 教委のうち連絡協議会を設置している 50 教委の連絡協議会への関係 3 機関

の参画状況 

（単位：教委、％） 

関係3機関の 

参画状況 

県警 児童相談所 法務局等 

県教委数 市教委数 合計 県教委数 市教委数 合計 県教委数 市教委数 合計 

関係3機関が参画

しているもの 

20 

（100） 

29 

（96.7） 

49 

（98.0） 

20 

（100） 

26 

（86.7） 

46 

（92.0） 

20 

（100） 

26 

（86.7） 

46 

（92.0） 

関係3機関が参画

していないもの 

0 

（0.0） 

1 

（3.3） 

1 

（2.0） 

0 

（0.0） 

4 

（13.3） 

4 

（8.0） 

0 

（0.0） 

4 

（13.3） 

4 

（8.0） 

合計 
20 

（100） 

30 

（100） 

50 

（100） 

20 

（100） 

30 

（100） 

50 

（100） 

20 

（100） 

30 

（100） 

50 

（100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、構成比である。 

      3 「法務局等」には、人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）等に基づき、法務大臣の委嘱を受けて

人権相談等を行う人権擁護委員が参画しているものを含む。 

 

図表 2-⑸-⑬ 調査対象 20県警において教委・学校との平素からの情報共有体制を構築しているもの 

内    容 

・ 県警は、平成 10年に学校警察連絡協議会を立ち上げた際に、県警本部と県教委及び市教委との

間で相互に連携窓口を設定し、いじめ問題を含め各種連携の窓口とした。 

また、警察署と市教委及び学校は、年 2回開催する学校警察連絡協議会や、ほぼ毎月開催する生

徒指導連絡協議会等の会議を通じ、いじめ問題を含めた児童生徒に関する問題全般について緊密に

情報交換を行っている。 

・ 県警は、平成 21 年 7 月、子どもの自立支援と安全な環境確保を図るため、必要な情報及び個々

の問題行動に関する情報を交換し、健全育成のための具体的な対策を講ずることを目的として、県、

県教委等の間で覚書を締結した。 

同覚書においては、県、県教委及び県警のほか、県内の市教委、学校、児童相談所等が連携を行

う機関とされ、また、相互連絡の対象として、「児童生徒の問題行動、いじめ等に関する情報」や、

「インターネットを利用した子どもに係る誹謗中傷等に関する情報」が明示されており、各機関は、

同覚書に基づき、随時いじめに係る情報を交換し合っている。 

なお、同県警は、同覚書について、平成 16年 11月に学校と県警の連携に関して締結していた協

定書を、社会情勢の変化や現状の課題、問題点に対して的確に対応するために見直したものである

としている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑭ 調査対象 20児童相談所において教委・学校との平素からの情報共有体制を構築しているもの 

内    容 

 児童相談所は、県内の全市町村に設置された要保護児童対策地域連絡協議会の構成員となってい

る。また、各市町村の教委も同協議会の構成員となっていることから、児童相談の情報について、各

市町村の教委との間で必要に応じて情報共有を図ることが可能であるとしている。 

また、同児童相談所は、複数の児童福祉司を中学校区ごとの地区別担当の相談窓口として位置付け

ており、児童相談が寄せられた場合には、当該学校と必要に応じて情報共有を図っている。 

（注） 当省の調査結果による。 
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記 

1 前提 （略） 

2 関係機関との連携について（方針第 1の 7の⑸参照） 

いじめの防止等に関する基本的な考え方として、いじめの問題への対応においては、法務局を含む

関係機関との適切な連携が必要であることが示されたこと。 

3 関係機関との連携促進（方針第 2の 1の⑵参照） 

いじめの防止等のために国が実施すべき施策として、各地域における、学校や学校の設置者等と、

法務局を含む関係機関との適切な連携を促進することが示されたこと。 

4 いじめ問題対策連絡協議会の設置（方針第 2の 2の⑶参照） 

いじめの防止等のために地方公共団体が実施すべき施策として、（略）「いじめ問題対策連絡協議

会」を設置することが望ましいとされ、その構成員には、法務局が想定されていること。 

5・6 （略） 

（注） 下線は、当省が付した。 

 

図表 2-⑸-⑩ 学校におけるいじめの問題に対する日常の取組 

（単位：％） 

区分（複数回答可） 平成25年度 26年度 27年度 28年度 

いじめの問題に対し、地域の関係機関と連携協

力した対応を図った 
19.2 22.9 － － 

いじめの問題に対し、警察署や児童相談所など

地域の関係機関と連携協力した対応を図った 
－ － 27.4 28.8 

教育相談の実施について、必要に応じて教育セン

ターなどの専門機関と連携を図るとともに、学校

以外の相談窓口の周知や広報の徹底を図った 

40.0 46.3 － － 

教育相談の実施について、学校以外の相談窓口

の周知や広報の徹底を図った 
－ － 67.6 71.5 

ＰＴＡや地域の関係団体等とともに、いじめの

問題について協議する機会を設けた 
25.9 33.1 － － 

ＰＴＡなど地域の関係団体等とともに、いじめ

の問題について協議する機会を設けた 
－ － 41.3 41.5 

（注）1 文部科学省の問題行動等調査に基づき、当省が作成した。 

2 複数回答可の方式である。構成比は、学校総数に対する割合である。 

3 項目内容の見直しにより、平成 25 年度及び 26年度と 27年度及び 28年度とは単純な比較ができ

ない項目もある。なお、項目内容の見直しにより該当がないものは「－」を記載している。 

 

図表 2-⑸-⑪ いじめの発見のきっかけ 

（単位：％） 

区分 平成25年度 26年度 27年度 28年度 

学校の教職員等が発見 68.1 66.0 66.3 66.0 

学校の教職員以外からの情報により発見 31.9 34.0 33.7 34.0 

 学校以外の関係機関（相談機関等含む）

からの情報 
0.2 0.2 0.2 0.2 

（注）1 文部科学省の問題行動等調査に基づき、当省が作成した。 

2 「学校の教職員等が発見」か「学校の教職員以外からの情報により発見」のいずれかを選択し、そ    

の内訳についても、該当するもの（本表の区分のほか、「学級担任が発見」、「本人からの訴え」等）を

一つ選択する方式によるものである。 

3 構成比は、認知件数に対する割合である。

図表 2-⑸-⑫ 調査対象 60 教委のうち連絡協議会を設置している 50 教委の連絡協議会への関係 3 機関

の参画状況 

（単位：教委、％） 

関係3機関の 

参画状況 

県警 児童相談所 法務局等 

県教委数 市教委数 合計 県教委数 市教委数 合計 県教委数 市教委数 合計 

関係3機関が参画

しているもの 

20 

（100） 

29 

（96.7） 

49 

（98.0） 

20 

（100） 

26 

（86.7） 

46 

（92.0） 

20 

（100） 

26 

（86.7） 

46 

（92.0） 

関係3機関が参画

していないもの 

0 

（0.0） 

1 

（3.3） 

1 

（2.0） 

0 

（0.0） 

4 

（13.3） 

4 

（8.0） 

0 

（0.0） 

4 

（13.3） 

4 

（8.0） 

合計 
20 

（100） 

30 

（100） 

50 

（100） 

20 

（100） 

30 

（100） 

50 

（100） 

20 

（100） 

30 

（100） 

50 

（100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、構成比である。 

      3 「法務局等」には、人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）等に基づき、法務大臣の委嘱を受けて

人権相談等を行う人権擁護委員が参画しているものを含む。 

 

図表 2-⑸-⑬ 調査対象 20 県警において教委・学校との平素からの情報共有体制を構築しているもの 

内    容 

・ 県警は、平成 10 年に学校警察連絡協議会を立ち上げた際に、県警本部と県教委及び市教委との

間で相互に連携窓口を設定し、いじめ問題を含め各種連携の窓口とした。 

また、警察署と市教委及び学校は、年 2回開催する学校警察連絡協議会や、ほぼ毎月開催する生

徒指導連絡協議会等の会議を通じ、いじめ問題を含めた児童生徒に関する問題全般について緊密に

情報交換を行っている。 

・ 県警は、平成 21 年 7 月、子どもの自立支援と安全な環境確保を図るため、必要な情報及び個々

の問題行動に関する情報を交換し、健全育成のための具体的な対策を講ずることを目的として、県、

県教委等の間で覚書を締結した。 

同覚書においては、県、県教委及び県警のほか、県内の市教委、学校、児童相談所等が連携を行

う機関とされ、また、相互連絡の対象として、「児童生徒の問題行動、いじめ等に関する情報」や、

「インターネットを利用した子どもに係る誹謗中傷等に関する情報」が明示されており、各機関は、

同覚書に基づき、随時いじめに係る情報を交換し合っている。 

なお、同県警は、同覚書について、平成 16年 11月に学校と県警の連携に関して締結していた協

定書を、社会情勢の変化や現状の課題、問題点に対して的確に対応するために見直したものである

としている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑭ 調査対象 20児童相談所において教委・学校との平素からの情報共有体制を構築しているもの 

内    容 

 児童相談所は、県内の全市町村に設置された要保護児童対策地域連絡協議会の構成員となってい

る。また、各市町村の教委も同協議会の構成員となっていることから、児童相談の情報について、各

市町村の教委との間で必要に応じて情報共有を図ることが可能であるとしている。 

また、同児童相談所は、複数の児童福祉司を中学校区ごとの地区別担当の相談窓口として位置付け

ており、児童相談が寄せられた場合には、当該学校と必要に応じて情報共有を図っている。 

（注） 当省の調査結果による。 
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図表 2-⑸-⑮ 調査対象 20法務局等において教委・学校との平素からの情報共有体制を構築しているもの 

内    容 

法務局は、教委・学校に対して、人権教室の開催や中学生人権作文コンテスト等の取組への協力依

頼を行っており、その際、連携して対処すべき事案が発生したときは、お互い情報を共有しながら対

処する旨を相互に確認している。 

また、同法務局は、平成 28 年度から、児童生徒を対象に携帯電話等を利用したいじめに係る人権

教室を開催しており、インターネット上のいじめへの対処についても平素から情報共有体制を構築し

ている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑯ 調査対象 60 教委・249 校及び 60 関係 3 機関において平素からの情報共有体制の構築に

ついて工夫している取組 

区分 内    容 

教委及び県警

がいじめ等の

事案を相互に

情報提供する

ための申合せ

を締結したり

会議を開催す

るなどしてい

るもの 

 県教委及び県内の全市教委と県警は、児童生徒のいじめや非行等の事案について、

教委、学校及び県警が相互に情報提供することができるよう申合せを締結している。 

また、同県教委は、県教委、県の各関係課及び県警による会議を年5回程度開催し、

いじめも含めた児童生徒の問題行動や虐待等の子供の被害への対策について協議し

ている。 

さらに、平成28年11月には、申合せを踏まえ、教委・学校と県警の連携の現状を確

認し、今後更により良い連携の在り方について協議するための意見交換会を県教委、

県警本部及び学校関係者で開催した。同県教委が学校と県警の連携等について各公

立学校に調査した結果、下表のとおり、平成27年度に県警と連携した小学校が

76.7％、中学校が90.3％となっている状況を確認した。 

同県教委は、申合せ等の取組によりいじめの情報の共有が円滑に行われており、上

記の学校と県警の連携等に係る調査においてもおおむね評価される結果が得られて

いることから、今後も継続して県警と連携していくことが重要と考えているとして

いる。 

 

表 平成28年度いじめ等問題行動の対応に係る調査 

（単位：％） 

学校と警察の連携について 
小学校

割合 

中学校

割合 

昨年度に学校と警察が連携したこと（暴力やいじめ等の問題行動

や虐待への対応、交通安全への取組、定期的な連絡等）がある学校 
76.7 90.3 

昨年度にいじめへの対応で学校と警察が連携（連絡・取組）したこ

とがある学校 
8.2 29.0 

（注）1 県教委の資料に基づき、当省が作成した。 

2 県教委の調査項目の一部を抜粋している。 

3 全校対象ではなく、抽出調査の結果である。 

学校が警察署

を訪問し、連

携に向けた協

力を依頼する

などしている

もの等 

・ 中学校では、毎年、校長と生徒指導主事が警察署を訪問し、連携に向けた協力を

依頼しているほか、年5回、同警察署との連絡会議において、いじめの情報の提供

を依頼するとともに、学校におけるいじめの情報を提供し、相互に情報の共有を図

っている。 

同校は、このように取り組んでいる理由として、学校で対応しきれないいじめ事

案への対処に当たり、県警と迅速に連携するためには、日頃から連絡担当となる窓

口を把握したり交流したりすることが必要であるためとしている。 

・ 中学校では、行政区内の各中学校の補導主任、2警察署、市の児童相談所及び市

教委の指導主事が出席し、2週間に一度開催される会議において、いじめ問題を含

む問題行動全般について情報交換を行っている。 

  また、同校は、混乱を防ぐためとして、同校の生徒指導部長及び補導主任が窓口

となって、県警及び児童相談所との間で連絡窓口となる担当職員を指定している。 

・ 小学校では、平成28年2月、授業参観後に、ＰＴＡ特別事業として、保護者、教

職員のほか、法務局も参加するいじめ防止に係るワークショップを開催し、「なぜ

いじめが起きるのか」、「どうしたらいじめを防止できるのか」をテーマに話合い等

をしたほか、法務局から連携の必要性等について助言を得た。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑰ 関係 3 機関との平素からの情報共有体制の構築に係る取組を行っていない教委・学校の

主な理由 

区分 内    容 

県警との平素から

の情報共有体制の

構築に係る取組を

行っていないもの 

・ 市教委は、生徒指導上の諸問題に関することは、日頃から県警と連携を図っ

ており、いじめに関することで特段の連携を考えていないが、窓口は把握して

おり、連携は可能であるとしている。 

児童相談所との平

素からの情報共有

体制の構築に係る

取組を行っていな

いもの 

・ 市教委は、児童相談所との連携は、虐待やドメスティック・バイオレンスに

関連した内容がほとんどであり、いじめ問題については、重大な事案（自殺

等）が発生し、加害児童生徒が通告された場合等となるとしている。 

・ 小学校は、児童虐待、家庭内のこと等の個々の事案について児童相談所と連

携を図ることは想定され得るが、同校ではそのような事案は発生しておらず、

いじめの事案についても、連携を強化する必要性を感じたことがないとして

いる。 

・ 小学校は、これまで児童相談所からいじめの情報の提供を受けたことがな

く、同校において連携が必要ないじめ事案が発生していないため連携を図っ

てこなかったが、いじめは家庭環境が良くない児童の間で発生することが多

く、今後児童相談所に意見を聴きたい場合もあり得るため、連携の場があれば

よいとしている。 

法務局等との平素

からの情報共有体

制の構築に係る取

組を行っていない

もの 

・ 市教委は、これまでいじめ問題に関して法務局と連携を図る必要がある事

案がなかったためとしている。 

・ 中学校は、法務局がインターネット上の人権侵害情報について削除要請で

きることは知らなかったとしており、保護者からインターネット関係で学校

に相談があった場合、県警に相談するよう教示しているとしている。 

・ 中学校は、学校基本方針では、法務局といじめの早期対応で連携を図ると記

載しているが、現在までのところ法務局との接点はなく、いじめの解消に当た

り法務局との連携・対応が必要と感じたことはないため、連携していないとし

ている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑱ 教委・学校との平素からの情報共有体制の構築に係る取組を行っていない県警の主な理由 

内    容 

・ 市教委及び学校から連携に係る要請がないため。 

・ いじめ問題に特化した協定の締結はないものの、県警、県教委、県立学校等の間では児童生徒の問

題行動に適切に対応し健全育成を図ることを目的とする制度に基づき、適宜情報共有を図っている。 

（注） 当省の調査結果による。 
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図表 2-⑸-⑮ 調査対象 20法務局等において教委・学校との平素からの情報共有体制を構築しているもの 

内    容 

法務局は、教委・学校に対して、人権教室の開催や中学生人権作文コンテスト等の取組への協力依

頼を行っており、その際、連携して対処すべき事案が発生したときは、お互い情報を共有しながら対

処する旨を相互に確認している。 

また、同法務局は、平成 28 年度から、児童生徒を対象に携帯電話等を利用したいじめに係る人権

教室を開催しており、インターネット上のいじめへの対処についても平素から情報共有体制を構築し

ている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑯ 調査対象 60 教委・249 校及び 60 関係 3 機関において平素からの情報共有体制の構築に

ついて工夫している取組 

区分 内    容 

教委及び県警

がいじめ等の

事案を相互に

情報提供する

ための申合せ

を締結したり

会議を開催す

るなどしてい

るもの 

 県教委及び県内の全市教委と県警は、児童生徒のいじめや非行等の事案について、

教委、学校及び県警が相互に情報提供することができるよう申合せを締結している。 

また、同県教委は、県教委、県の各関係課及び県警による会議を年5回程度開催し、

いじめも含めた児童生徒の問題行動や虐待等の子供の被害への対策について協議し

ている。 

さらに、平成28年11月には、申合せを踏まえ、教委・学校と県警の連携の現状を確

認し、今後更により良い連携の在り方について協議するための意見交換会を県教委、

県警本部及び学校関係者で開催した。同県教委が学校と県警の連携等について各公

立学校に調査した結果、下表のとおり、平成27年度に県警と連携した小学校が

76.7％、中学校が90.3％となっている状況を確認した。 

同県教委は、申合せ等の取組によりいじめの情報の共有が円滑に行われており、上

記の学校と県警の連携等に係る調査においてもおおむね評価される結果が得られて

いることから、今後も継続して県警と連携していくことが重要と考えているとして

いる。 

 

表 平成28年度いじめ等問題行動の対応に係る調査 

（単位：％） 

学校と警察の連携について 
小学校

割合 

中学校

割合 

昨年度に学校と警察が連携したこと（暴力やいじめ等の問題行動

や虐待への対応、交通安全への取組、定期的な連絡等）がある学校 
76.7 90.3 

昨年度にいじめへの対応で学校と警察が連携（連絡・取組）したこ

とがある学校 
8.2 29.0 

（注）1 県教委の資料に基づき、当省が作成した。 

2 県教委の調査項目の一部を抜粋している。 

3 全校対象ではなく、抽出調査の結果である。 

学校が警察署

を訪問し、連

携に向けた協

力を依頼する

などしている

もの等 

・ 中学校では、毎年、校長と生徒指導主事が警察署を訪問し、連携に向けた協力を

依頼しているほか、年5回、同警察署との連絡会議において、いじめの情報の提供

を依頼するとともに、学校におけるいじめの情報を提供し、相互に情報の共有を図

っている。 

同校は、このように取り組んでいる理由として、学校で対応しきれないいじめ事

案への対処に当たり、県警と迅速に連携するためには、日頃から連絡担当となる窓

口を把握したり交流したりすることが必要であるためとしている。 

・ 中学校では、行政区内の各中学校の補導主任、2警察署、市の児童相談所及び市

教委の指導主事が出席し、2週間に一度開催される会議において、いじめ問題を含

む問題行動全般について情報交換を行っている。 

  また、同校は、混乱を防ぐためとして、同校の生徒指導部長及び補導主任が窓口

となって、県警及び児童相談所との間で連絡窓口となる担当職員を指定している。 

・ 小学校では、平成28年2月、授業参観後に、ＰＴＡ特別事業として、保護者、教

職員のほか、法務局も参加するいじめ防止に係るワークショップを開催し、「なぜ

いじめが起きるのか」、「どうしたらいじめを防止できるのか」をテーマに話合い等

をしたほか、法務局から連携の必要性等について助言を得た。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑰ 関係 3 機関との平素からの情報共有体制の構築に係る取組を行っていない教委・学校の

主な理由 

区分 内    容 

県警との平素から

の情報共有体制の

構築に係る取組を

行っていないもの 

・ 市教委は、生徒指導上の諸問題に関することは、日頃から県警と連携を図っ

ており、いじめに関することで特段の連携を考えていないが、窓口は把握して

おり、連携は可能であるとしている。 

児童相談所との平

素からの情報共有

体制の構築に係る

取組を行っていな

いもの 

・ 市教委は、児童相談所との連携は、虐待やドメスティック・バイオレンスに

関連した内容がほとんどであり、いじめ問題については、重大な事案（自殺

等）が発生し、加害児童生徒が通告された場合等となるとしている。 

・ 小学校は、児童虐待、家庭内のこと等の個々の事案について児童相談所と連

携を図ることは想定され得るが、同校ではそのような事案は発生しておらず、

いじめの事案についても、連携を強化する必要性を感じたことがないとして

いる。 

・ 小学校は、これまで児童相談所からいじめの情報の提供を受けたことがな

く、同校において連携が必要ないじめ事案が発生していないため連携を図っ

てこなかったが、いじめは家庭環境が良くない児童の間で発生することが多

く、今後児童相談所に意見を聴きたい場合もあり得るため、連携の場があれば

よいとしている。 

法務局等との平素

からの情報共有体

制の構築に係る取

組を行っていない

もの 

・ 市教委は、これまでいじめ問題に関して法務局と連携を図る必要がある事

案がなかったためとしている。 

・ 中学校は、法務局がインターネット上の人権侵害情報について削除要請で

きることは知らなかったとしており、保護者からインターネット関係で学校

に相談があった場合、県警に相談するよう教示しているとしている。 

・ 中学校は、学校基本方針では、法務局といじめの早期対応で連携を図ると記

載しているが、現在までのところ法務局との接点はなく、いじめの解消に当た

り法務局との連携・対応が必要と感じたことはないため、連携していないとし

ている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑱ 教委・学校との平素からの情報共有体制の構築に係る取組を行っていない県警の主な理由 

内    容 

・ 市教委及び学校から連携に係る要請がないため。 

・ いじめ問題に特化した協定の締結はないものの、県警、県教委、県立学校等の間では児童生徒の問

題行動に適切に対応し健全育成を図ることを目的とする制度に基づき、適宜情報共有を図っている。 

（注） 当省の調査結果による。 
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図表 2-⑸-⑲ 教委・学校との平素からの情報共有体制の構築に係る取組を行っていない児童相談所の

主な理由 

内    容 

・ 市教委及び学校から連携に係る要請がないため。 

・ 通常の相談業務としていじめ相談に対応しており、特に支障はないため。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑳ 関係 3機関等との連携に関する教育長等の主な意見 

内    容 

・ いじめ問題の中には、学校、教委等による対応や指導だけでは十分に効果を上げることが困難な

ものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるようなものがある。そのため、早期

に関係 3機関に相談・通報の上、連携した対応をとることが必要である。 

・ いじめ事案が近年深刻化・複雑化し、解決が困難な事案が増えており、これには、保護者の考え

方が多様化していることも関係している。そのため、関係機関との連携は非常に重要である。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-㉑ 調査対象 249 校における学校以外のいじめの相談窓口に関する児童生徒及びその保護者

に対する周知状況 

表 調査対象 249 校における学校以外のいじめの相談窓口に関する児童生徒及びその保護者に対す

る周知状況 

（単位：校、％） 

区分 
児童生徒に周知している学校数 保護者に周知している学校数 

小学校 中学校 高等学校 合計 小学校 中学校 高等学校 合計 

「24時間子供ＳＯＳダ

イヤル」：文部科学省 

77 

（77.8） 

77 

（77.8） 

38 

（74.5） 

192

（77.1） 

72 

（72.7） 

69 

（69.7） 

29 

（56.9） 

170

（68.3） 

少年相談窓口：県警 
62 

（62.6） 

68 

（68.7） 

37 

（72.5） 

167

（67.1） 

57 

（57.6） 

61 

（61.6） 

26 

（51.0） 

144

（57.8） 

「１８９」：児童相談

所全国共通ダイヤル 

52 

（52.5） 

47 

（47.5） 

24 

（47.1） 

123

（49.4） 

48 

（48.5） 

41 

（41.4） 

14 

（27.5） 

103

（41.4） 

「子どもの人権１１０

番」：法務局等 

83 

（83.8） 

78 

（78.8） 

35 

（68.6） 

196

（78.7） 

81 

（81.8） 

70 

（70.7） 

22 

（43.1） 

173

（69.5） 

インターネット上の人

権侵害情報に関する相

談の受付：法務局等 

30 

（30.3） 

32 

（32.3） 

14 

（27.5） 

76

（30.5） 

29 

（29.3） 

29 

（29.3） 

12 

（23.5） 

70

（28.1） 

「いのちの電話」：一

般社団法人日本いのち

の電話連盟 

51 

（51.5） 

57 

（57.6） 

26 

（51.0） 

134

（53.8） 

47 

（47.5） 

46 

（46.5） 

16 

（31.4） 

109

（43.8） 

「チャイルドライン」：

ＮＰＯ法人チャイルド

ライン支援センター 

53 

（53.5） 

61 

（61.6） 

29 

（56.9） 

143

（57.4） 

49 

（49.5） 

51 

（51.5） 

16 

（31.4） 

116

（46.6） 

（参考）調査対象学校

数 
99 99 51 249 99 99 51 249 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、調査対象学校数に対する割合である。 

 

図 調査対象 249校における学校以外のいじめの相談窓口に関する児童生徒及びその保護者に対す

る周知状況 

（注）当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-㉒ 学校以外のいじめの相談窓口を周知している学校において様々な機会を捉えて相談窓口

を周知する工夫を図っている取組 

区分 内    容 

アンケート

調査の実施

等の機会を

捉えて周知

しているも

の 

 高等学校は、年に 2 回実施しているいじめに特化したアンケート調査の際、アンケ

ート用紙の表紙に、担任、養護教諭等の学校内の相談先のほか、学校以外の相談窓口

として、少年相談窓口、「子どもの人権１１０番」等 5種の相談窓口の名称、電話番号

及び対応時間を記載して周知している。 

 また、同校は、長期休業前に生徒及び保護者に配付する便りにおいても、「県いじめ

１１０番」、「いのちの電話」等 3 種の相談窓口の名称、電話番号、対応時間及び「県

いじめ１１０番」については無料で利用できることを記載して周知している。 

生徒の学習

生活ノート

等に記載し

て周知して

いるもの 

 中学校は、生徒の学習生活ノートに、「児童生徒の相談窓口」として、少年相談窓口、

児童相談所の相談窓口、「子どもの人権１１０番」、「チャイルドライン」等 8種の相談

窓口の名称、電話番号、対応時間及び実施機関の名称を記載して周知している。 

 また、同校は、長期休業前に生徒及び保護者に配付する便りにおいても、「24時間子

供ＳＯＳダイヤル」、少年相談窓口等 3種の相談窓口の名称及び電話番号を記載して周

知している。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-㉓ 学校以外のいじめの相談窓口を周知していない学校における主な理由 

区分 主な理由 

周知の依頼

がないため 

・ 窓口の存在は市教委から聞いたことがあったため知っていたが、周知の依頼がな

いため周知していない。 

・ 周知の依頼がない相談窓口については、あえて全生徒に周知する意味に乏しいた

め、必要な生徒のみに周知し、全生徒には周知していない。なお、全生徒に対して

は、県などの相談窓口について、十分な数の相談窓口を周知している。 

周知先機関

の業務を知

らなかった

ため 

・ いじめに係る相談の受付等の業務を実施していることを知らなかったため。 
・ 制度があることは聞いたことがあるが、どのような対応をして、どこまで対処で

きるのかといった情報が分からない状況では、周知後に問合せがあっても答えられ

ないため。 

その他 
・ 情報過多にならないように配慮し、身近な相談窓口を優先して周知しているため。 

・ 現状の相談体制で対応ができていると判断したため。 

（注） 当省の調査結果による。 
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図表 2-⑸-⑲ 教委・学校との平素からの情報共有体制の構築に係る取組を行っていない児童相談所の

主な理由 

内    容 

・ 市教委及び学校から連携に係る要請がないため。 

・ 通常の相談業務としていじめ相談に対応しており、特に支障はないため。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-⑳ 関係 3機関等との連携に関する教育長等の主な意見 

内    容 

・ いじめ問題の中には、学校、教委等による対応や指導だけでは十分に効果を上げることが困難な

ものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるようなものがある。そのため、早期

に関係 3機関に相談・通報の上、連携した対応をとることが必要である。 

・ いじめ事案が近年深刻化・複雑化し、解決が困難な事案が増えており、これには、保護者の考え

方が多様化していることも関係している。そのため、関係機関との連携は非常に重要である。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-㉑ 調査対象 249 校における学校以外のいじめの相談窓口に関する児童生徒及びその保護者

に対する周知状況 

表 調査対象 249校における学校以外のいじめの相談窓口に関する児童生徒及びその保護者に対す

る周知状況 

（単位：校、％） 

区分 
児童生徒に周知している学校数 保護者に周知している学校数 

小学校 中学校 高等学校 合計 小学校 中学校 高等学校 合計 

「24時間子供ＳＯＳダ

イヤル」：文部科学省 

77 

（77.8） 

77 

（77.8） 

38 

（74.5） 

192

（77.1） 

72 

（72.7） 

69 

（69.7） 

29 

（56.9） 

170

（68.3） 

少年相談窓口：県警 
62 

（62.6） 

68 

（68.7） 

37 

（72.5） 

167

（67.1） 

57 

（57.6） 

61 

（61.6） 

26 

（51.0） 

144

（57.8） 

「１８９」：児童相談

所全国共通ダイヤル 

52 

（52.5） 

47 

（47.5） 

24 

（47.1） 

123

（49.4） 

48 

（48.5） 

41 

（41.4） 

14 

（27.5） 

103

（41.4） 

「子どもの人権１１０

番」：法務局等 

83 

（83.8） 

78 

（78.8） 

35 

（68.6） 

196

（78.7） 

81 

（81.8） 

70 

（70.7） 

22 

（43.1） 

173

（69.5） 

インターネット上の人

権侵害情報に関する相

談の受付：法務局等 

30 

（30.3） 

32 

（32.3） 

14 

（27.5） 

76

（30.5） 

29 

（29.3） 

29 

（29.3） 

12 

（23.5） 

70

（28.1） 

「いのちの電話」：一

般社団法人日本いのち

の電話連盟 

51 

（51.5） 

57 

（57.6） 

26 

（51.0） 

134

（53.8） 

47 

（47.5） 

46 

（46.5） 

16 

（31.4） 

109

（43.8） 

「チャイルドライン」：

ＮＰＯ法人チャイルド

ライン支援センター 

53 

（53.5） 

61 

（61.6） 

29 

（56.9） 

143

（57.4） 

49 

（49.5） 

51 

（51.5） 

16 

（31.4） 

116

（46.6） 

（参考）調査対象学校

数 
99 99 51 249 99 99 51 249 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、調査対象学校数に対する割合である。 

 

図 調査対象 249 校における学校以外のいじめの相談窓口に関する児童生徒及びその保護者に対す

る周知状況 

（注）当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-㉒ 学校以外のいじめの相談窓口を周知している学校において様々な機会を捉えて相談窓口

を周知する工夫を図っている取組 

区分 内    容 

アンケート

調査の実施

等の機会を

捉えて周知

しているも

の 

 高等学校は、年に 2 回実施しているいじめに特化したアンケート調査の際、アンケ

ート用紙の表紙に、担任、養護教諭等の学校内の相談先のほか、学校以外の相談窓口

として、少年相談窓口、「子どもの人権１１０番」等 5種の相談窓口の名称、電話番号

及び対応時間を記載して周知している。 

 また、同校は、長期休業前に生徒及び保護者に配付する便りにおいても、「県いじめ

１１０番」、「いのちの電話」等 3 種の相談窓口の名称、電話番号、対応時間及び「県

いじめ１１０番」については無料で利用できることを記載して周知している。 

生徒の学習

生活ノート

等に記載し

て周知して

いるもの 

 中学校は、生徒の学習生活ノートに、「児童生徒の相談窓口」として、少年相談窓口、

児童相談所の相談窓口、「子どもの人権１１０番」、「チャイルドライン」等 8種の相談

窓口の名称、電話番号、対応時間及び実施機関の名称を記載して周知している。 

 また、同校は、長期休業前に生徒及び保護者に配付する便りにおいても、「24時間子

供ＳＯＳダイヤル」、少年相談窓口等 3種の相談窓口の名称及び電話番号を記載して周

知している。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 2-⑸-㉓ 学校以外のいじめの相談窓口を周知していない学校における主な理由 

区分 主な理由 

周知の依頼

がないため 

・ 窓口の存在は市教委から聞いたことがあったため知っていたが、周知の依頼がな

いため周知していない。 

・ 周知の依頼がない相談窓口については、あえて全生徒に周知する意味に乏しいた

め、必要な生徒のみに周知し、全生徒には周知していない。なお、全生徒に対して

は、県などの相談窓口について、十分な数の相談窓口を周知している。 

周知先機関

の業務を知

らなかった

ため 

・ いじめに係る相談の受付等の業務を実施していることを知らなかったため。 
・ 制度があることは聞いたことがあるが、どのような対応をして、どこまで対処で

きるのかといった情報が分からない状況では、周知後に問合せがあっても答えられ

ないため。 

その他 
・ 情報過多にならないように配慮し、身近な相談窓口を優先して周知しているため。 

・ 現状の相談体制で対応ができていると判断したため。 

（注） 当省の調査結果による。 
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図表 2-⑸-㉔ 調査対象 249 校において地域や家庭等と連携している取組 

区分 内    容 

町内会に対し

て地域の見守

りを通じたい

じめに係る情

報の提供を呼

びかけしてい

るもの等 

・ 中学校では、町内会に対し、地域の見守りを通じた学校外でのトラブル等の目撃

情報の提供を様々な会議で依頼し、情報提供を受けている。 

同校は、町内会から「生徒同士のトラブルを見た」との電話情報を受けた際、す

ぐに対応でき、大きな事件になることを回避できたとしている。 

・ 中学校では、地元からの申入れを受け、同校校区の連絡協議会を結成し、年1回

の総会及び年3回の役員会において地域の見守りを通じた学校外でのトラブル等

の目撃情報の提供を依頼している。 

同校は、鞄をたくさん持たされたりしている場面を目撃していじめられている

のではないかと心配になったとする情報を受けたほか、公園で中学生が幼い子を

いじめていると通報があった際に、謝罪会を行うとともに、反省の意味を含め、一

週間、毎朝、同中学生と同校職員とで公園の清掃活動を行ったとしている。 
・ 小学校では、週1回、放課後児童クラブとの情報交換の場を設けているほか、不

定期で、学校教諭が空き時間に同クラブを訪問するようにしている。 

同校は、本取組について、同クラブの集団で発生したいじめを受け、同クラブに

対して連携を依頼したものであるとしている。 

・ 高等学校では、同校が所在する市町村内の小学校6校、中学校3校、高等学校1校

及び特別支援学校1校が学校の枠を越えて大きな異年齢集団を構成し、一丸となっ

て様々な問題に取り組んでおり、その一環として「いじめをなくす」運動によりい

じめの未然防止を図っている。 

学校便り、保

護者会等を活

用して学校の

いじめに対す

る取組を説明

し情報共有を

図っているも

の等 

・ 高等学校は、学校便り・学年通信や保護者会を積極的に活用し、いじめに対する

学校の取組姿勢を保護者に理解してもらうとともに、保護者から早期の情報を提

供してもらっている。 

  また、同校は、ＰＴＡ常任委員会等を活用して積極的にＰＴＡと連携し、被害・

加害の生徒の保護者に対して働きかける等、必要に応じて協力を依頼している。 

・ 中学校では、学期末の個別懇談会や、ＰＴＡ主催の茶話会等により、教師と保護

者が対面で話せる機会を設け、いじめへの理解を深めてもらうとともに、常に、学

校での出来事を保護者や地域に発信し、保護者・地域と連携して問題解消が進めら

れるようにしている。 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 「放課後児童クラブ」とは、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校の子ども（放課後児童）

に対し、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図

る事業（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条の3第2項）である。 

 

図表 2-⑸-㉕ 調査対象 249 校におけるスクールサポーターの活用状況等 

表1 調査対象249校におけるスクールサポーターの派遣の受入状況 

（単位：校、％） 

スクールサポーターの受入状況 小学校 中学校 高等学校 合計 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ているもの 
23（23.2） 35（35.4） 7（13.7） 65（26.1） 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ていないもの 
76（76.8） 64（64.6） 44（86.3） 184（73.9） 

合計 99（100） 99（100） 51（100） 249（100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、構成比である。 

表2 スクールサポーターの派遣を受け入れている65校におけるスクールサポーターの協力や支援の

内容 

（単位：校、％） 

区分 スクールサポーターの協力や支援の内容 小学校 中学校 高等学校 合計 

いじめに係る

情報交換等 

・ いじめの有無について情報交換を実施 

・ 生徒の問題行動について情報交換を実施 

15

（65.2） 

15

（42.9） 

1

（14.3） 

31

（47.7） 

啓発活動の実

施 
いじめ防止を主眼とする非行防止教室の開催等 

6

（26.1） 

8

（22.9） 

0 

（0.0） 

14

（21.5） 

学校におけるい

じめへの対処の

支援 

・ 学校が加害生徒に指導する際の助言 

・ 事案発生時の助言 

2 

（8.7） 

7

（20.0） 

0 

（0.0） 

9

（13.8） 

学校いじめ対策

組織等への参画 
 学校への訪問時に学校いじめ対策組織に参画 

1 

（4.3） 

3 

（8.6） 

2

（28.6） 

6 

（9.2） 

学校内の巡回、

見守り 

・ 午前中に学校に常駐し、学校内を巡回 

・ 生徒の状況の見守り、情報収集 

1 

（4.3） 

4

（11.4） 

0 

（0.0） 

5 

（7.7） 

その他 

・ 主に問題行動について助言等を得ており、い

じめ問題に対する特段の支援は得ていない。 

・ 具体的な協力内容は今後検討する。 

3

（13.0） 

5

（14.3） 

5

（71.4） 

13

（20.0） 

（参考）スクールサポーターの派遣を受け入れている学校数 23 35 7 65 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、スクールサポーターの派遣を受け入れている学校数に対する割合である。 

3 複数の区分に計上している学校がある。 

 

表3 スクールサポーターの学校内の巡回によりいじめにつながる可能性のある事案が発見され効果

的に指導したもの等 

内   容 

・ 中学校は、スクールサポーターが午前中に学校に常駐し、学校内を巡回することで問題行動及びい

じめの未然防止を図っており、巡回中に、授業を受けていない中学生男子4人組のうち1人がほかの3

人にからかわれている状況を発見し、いじめにつながる可能性があると判断し、仲裁に入り未然防止

が図られたとしている。また、教員とスクールサポーターが状況に応じて生徒への指導役とサポート

役を代えながら連携して対応でき、指導の効果があったとしている。なお、同校は、スクールサポー

ターと定期的な情報交換も実施している。 

・ 中学校は、いじめの加害生徒に指導する際にスクールサポーターの派遣を依頼し、助言を受けてお

り、同校がいじめと認知した直近の3事案はいずれも被害生徒及び加害生徒への対応についてスクー

ルサポーターに相談している。 

また、同校は、スクールサポーターが学校を訪問（週3～4回、午前・午後どちらか常駐）する際、学

校いじめ対策組織に助言やアドバイスを受けていじめ防止に取り組んでいるほか、年1回、スクールサ

ポーターの派遣を依頼し、いじめ防止や生徒指導全般を主眼とした非行防止教室を開催している。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表2-⑸-㉖ 調査対象249校におけるスクールサポーターの活用に関する意見 

表1 調査対象249校におけるスクールサポーターの活用に関する意見の回答状況 

（単位：校、％） 

スクールサポータ

ーの活用に関する 

意見の回答状況 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ている学校 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ていない学校 

小学校 中学校 高等学校 合計 小学校 中学校 高等学校 合計 

回答が得られ

たもの 
17 

（73.9） 
21 

（60.0） 
4 

（57.1） 
42 

（64.6） 
28 

（36.8） 
25 

（39.1） 
20 

（45.5） 
73 

（39.7） 

回答が得られ

なかったもの 
6 

（26.1） 
14 

（40.0） 
3 

（42.9） 
23 

（35.4） 
48 

（63.2） 
39 

（60.9） 
24 

（54.5） 
111 

（60.3） 

合計 
23 

（100） 
35 

（100） 
7 

（100） 
65

（100） 
76 

（100） 
64 

（100） 
44 

（100） 
184 

（100） 
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図表 2-⑸-㉔ 調査対象 249校において地域や家庭等と連携している取組 

区分 内    容 

町内会に対し

て地域の見守

りを通じたい

じめに係る情

報の提供を呼

びかけしてい

るもの等 

・ 中学校では、町内会に対し、地域の見守りを通じた学校外でのトラブル等の目撃

情報の提供を様々な会議で依頼し、情報提供を受けている。 

同校は、町内会から「生徒同士のトラブルを見た」との電話情報を受けた際、す

ぐに対応でき、大きな事件になることを回避できたとしている。 

・ 中学校では、地元からの申入れを受け、同校校区の連絡協議会を結成し、年1回

の総会及び年3回の役員会において地域の見守りを通じた学校外でのトラブル等

の目撃情報の提供を依頼している。 

同校は、鞄をたくさん持たされたりしている場面を目撃していじめられている

のではないかと心配になったとする情報を受けたほか、公園で中学生が幼い子を

いじめていると通報があった際に、謝罪会を行うとともに、反省の意味を含め、一

週間、毎朝、同中学生と同校職員とで公園の清掃活動を行ったとしている。 
・ 小学校では、週1回、放課後児童クラブとの情報交換の場を設けているほか、不

定期で、学校教諭が空き時間に同クラブを訪問するようにしている。 

同校は、本取組について、同クラブの集団で発生したいじめを受け、同クラブに

対して連携を依頼したものであるとしている。 

・ 高等学校では、同校が所在する市町村内の小学校6校、中学校3校、高等学校1校

及び特別支援学校1校が学校の枠を越えて大きな異年齢集団を構成し、一丸となっ

て様々な問題に取り組んでおり、その一環として「いじめをなくす」運動によりい

じめの未然防止を図っている。 

学校便り、保

護者会等を活

用して学校の

いじめに対す

る取組を説明

し情報共有を

図っているも

の等 

・ 高等学校は、学校便り・学年通信や保護者会を積極的に活用し、いじめに対する

学校の取組姿勢を保護者に理解してもらうとともに、保護者から早期の情報を提

供してもらっている。 

  また、同校は、ＰＴＡ常任委員会等を活用して積極的にＰＴＡと連携し、被害・

加害の生徒の保護者に対して働きかける等、必要に応じて協力を依頼している。 

・ 中学校では、学期末の個別懇談会や、ＰＴＡ主催の茶話会等により、教師と保護

者が対面で話せる機会を設け、いじめへの理解を深めてもらうとともに、常に、学

校での出来事を保護者や地域に発信し、保護者・地域と連携して問題解消が進めら

れるようにしている。 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 「放課後児童クラブ」とは、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校の子ども（放課後児童）

に対し、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図

る事業（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条の3第2項）である。 

 

図表 2-⑸-㉕ 調査対象 249校におけるスクールサポーターの活用状況等 

表1 調査対象249校におけるスクールサポーターの派遣の受入状況 

（単位：校、％） 

スクールサポーターの受入状況 小学校 中学校 高等学校 合計 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ているもの 
23（23.2） 35（35.4） 7（13.7） 65（26.1） 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ていないもの 
76（76.8） 64（64.6） 44（86.3） 184（73.9） 

合計 99（100） 99（100） 51（100） 249（100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、構成比である。 

表2 スクールサポーターの派遣を受け入れている65校におけるスクールサポーターの協力や支援の

内容 

（単位：校、％） 

区分 スクールサポーターの協力や支援の内容 小学校 中学校 高等学校 合計 

いじめに係る

情報交換等 

・ いじめの有無について情報交換を実施 

・ 生徒の問題行動について情報交換を実施 

15

（65.2） 

15

（42.9） 

1

（14.3） 

31

（47.7） 

啓発活動の実

施 
いじめ防止を主眼とする非行防止教室の開催等 

6

（26.1） 

8

（22.9） 

0 

（0.0） 

14

（21.5） 

学校におけるい

じめへの対処の

支援 

・ 学校が加害生徒に指導する際の助言 

・ 事案発生時の助言 

2 

（8.7） 

7

（20.0） 

0 

（0.0） 

9

（13.8） 

学校いじめ対策

組織等への参画 
 学校への訪問時に学校いじめ対策組織に参画 

1 

（4.3） 

3 

（8.6） 

2

（28.6） 

6 

（9.2） 

学校内の巡回、

見守り 

・ 午前中に学校に常駐し、学校内を巡回 

・ 生徒の状況の見守り、情報収集 

1 

（4.3） 

4

（11.4） 

0 

（0.0） 

5 

（7.7） 

その他 

・ 主に問題行動について助言等を得ており、い

じめ問題に対する特段の支援は得ていない。 

・ 具体的な協力内容は今後検討する。 

3

（13.0） 

5

（14.3） 

5

（71.4） 

13

（20.0） 

（参考）スクールサポーターの派遣を受け入れている学校数 23 35 7 65 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、スクールサポーターの派遣を受け入れている学校数に対する割合である。 

3 複数の区分に計上している学校がある。 

 

表3 スクールサポーターの学校内の巡回によりいじめにつながる可能性のある事案が発見され効果

的に指導したもの等 

内   容 

・ 中学校は、スクールサポーターが午前中に学校に常駐し、学校内を巡回することで問題行動及びい

じめの未然防止を図っており、巡回中に、授業を受けていない中学生男子4人組のうち1人がほかの3

人にからかわれている状況を発見し、いじめにつながる可能性があると判断し、仲裁に入り未然防止

が図られたとしている。また、教員とスクールサポーターが状況に応じて生徒への指導役とサポート

役を代えながら連携して対応でき、指導の効果があったとしている。なお、同校は、スクールサポー

ターと定期的な情報交換も実施している。 

・ 中学校は、いじめの加害生徒に指導する際にスクールサポーターの派遣を依頼し、助言を受けてお

り、同校がいじめと認知した直近の3事案はいずれも被害生徒及び加害生徒への対応についてスクー

ルサポーターに相談している。 

また、同校は、スクールサポーターが学校を訪問（週3～4回、午前・午後どちらか常駐）する際、学

校いじめ対策組織に助言やアドバイスを受けていじめ防止に取り組んでいるほか、年1回、スクールサ

ポーターの派遣を依頼し、いじめ防止や生徒指導全般を主眼とした非行防止教室を開催している。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表2-⑸-㉖ 調査対象249校におけるスクールサポーターの活用に関する意見 

表1 調査対象249校におけるスクールサポーターの活用に関する意見の回答状況 

（単位：校、％） 

スクールサポータ

ーの活用に関する 

意見の回答状況 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ている学校 

スクールサポーターの派遣を受け入れ

ていない学校 

小学校 中学校 高等学校 合計 小学校 中学校 高等学校 合計 

回答が得られ

たもの 
17 

（73.9） 
21 

（60.0） 
4 

（57.1） 
42 

（64.6） 
28 

（36.8） 
25 

（39.1） 
20 

（45.5） 
73 

（39.7） 

回答が得られ

なかったもの 
6 

（26.1） 
14 

（40.0） 
3 

（42.9） 
23 

（35.4） 
48 

（63.2） 
39 

（60.9） 
24 

（54.5） 
111 

（60.3） 

合計 
23 

（100） 
35 

（100） 
7 

（100） 
65

（100） 
76 

（100） 
64 

（100） 
44 

（100） 
184 

（100） 
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図表2-⑸-㉗ 調査対象20県警におけるスクールサポーターの配置状況等 

表1 調査対象20県警におけるスクールサポーターの配置状況 

（単位：県警、％） 

スクールサポーターの配置状況 県警数 構成比 

スクールサポーターを配置している 17 85.0 

スクールサポーターを配置していない 3 15.0 

合計 20 100 

 

表2 スクールサポーターを配置していない県警において、スクールサポーターの任務を含む活動を

実施する職員を配置しているもの 

内    容 

 県警では、再任用警部補2人を「子ども安心サポーター」として配置している。「子ども安心サポ

ーター」は、少年の非行防止・犯罪防止・立ち直り支援、児童生徒の安全確保、地域の安全確保等

を目的に、学校から児童生徒に係る相談を受けたり、学校訪問をしたりするなどスクールサポータ

ーの任務を含む活動を実施しており、県警は、当該活動を通じ、学校と県警の架け橋の役割を担っ

ているとしている。なお、県警は、県警管内の県教委及び県内各市町の教委等においても、独自に

警察官ＯＢ等を採用し、スクールサポーターと同様の運用を行っているとしている。 
 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表2-⑸-㉘ スクールサポーターを配置している17県警におけるスクールサポーターの活動内容 

表1 スクールサポーターを配置している17県警におけるスクールサポーターの活動内容（平成27年

度） 

（単位：県警、％） 

区分 活動内容 県警数 

啓発活動の実施 

・ いじめ防止を主眼とした非行防止教室を実施 

・ 児童、教諭及び保護者を対象とした非行及びいじめの防止講話を

実施 

9 

（52.9） 

学校におけるい

じめへの対処の

支援 

・ いじめ事案の対応について学校に助言、いじめの加害者・被害者

への面接指導 

・ 学校による加害児童生徒への対応方法を助言 

8 

（47.1） 

学校内の巡回、

見守り 

・ 昼休みや掃除時間帯等に運動場や教室前の廊下を巡回・駐留する

パトロールを実施（年間12回（スクールサポーター延べ34人）） 

・ 学校及び保護者と調整の上、被害児童生徒の安全確保対策として

学校内の巡回等を実施 

5 

（29.4） 

学校いじめ対策

組織への参画 

 いじめ事案の概要の把握に努め、学校に対する問題解決に向けて

の助言・指導を実施（県内48校の学校いじめ対策組織に参画） 

4 

（23.5） 

いじめに係る学

校等との情報交

換等 

・ いじめを含む学校問題に係る情報交換を実施 

・ いじめ防止を主眼とした教委主催の会議に出席、情報共有 

4 

（23.5） 

その他  いじめ問題に関する活動はない。 
2 

（11.8） 

（参考）スクールサポーターを配置している県警数 17 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、スクールサポーターを配置している県警数に対する割合である。 

   3 複数の区分に計上している県警がある。 
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表
2
 
ス
ク
ー

ル
サ

ポ
ー

タ
ー
の
派

遣
を

受
け

入
れ
て
い
る
学
校
の
う
ち
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
に
つ
い
て
回
答
が
得
ら
れ
た
4
2
校
に
お
け
る
当
該
意
見
 

（
単
位
：
校
、
％
）
 

区
分
 

ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
 

小
学
校
 

中
学
校
 

高
等
学
校
 

合
計
 

い
じ

め
の

防
止

等
に

当
た

り
必

要
性
が
高
い
 

・
 
教
員
が
気
付
か
な
い
と
こ
ろ
で
の
問
題
行
動
の
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
に
よ
る
早
期
発
見
が
、
次
の
問
題
の
早
期
解
決
、
未
然

防
止
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。
 

・
 

犯
罪
行
為
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
べ
き
い
じ
め
事
案
へ
の
速
や
か
な
対
応
の
た
め
、
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
支
援
は
必
要
で
あ
る
。 

1
3 

（
7
6.
5）

 

1
9 

（
9
0.
5）

 

1
 

（
2
5.
0）

 

3
3 

（
7
8.

6）
 

い
じ

め
の

防
止

等
に

当
た

り
必

要
性
が
低
い
 

・
 
高
等
学
校
は
社
会
人
と
し
て
の
責
任
を
学
ば
せ
る
場
で
あ
り

、
い
じ
め
に
つ
い
て
も
学
校
の
指
導
に
従
わ
な
い
場
合
は
進
路
変

更
を
含
め
た
指
導
・
措
置
を
行
う
た
め
、
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
関
与
の
必
要
は
義
務
教
育
の
小
・
中
学
校
に
比
べ
て
低
い
。

 

・
 
犯
罪
行
為
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
べ
き
い
じ
め
事
案
へ
の
速
や
か
な
対
応
の
た
め
に
は
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
支
援
は
有
効

だ
と
考
え
る
が
、
日
常
的
に
生
徒
の
様
子
を
観
察
し
て
い
な
い
中
で
は
、
効
果
は
期
待
で
き
な
い
の
で
は
な
い
か
。
 

0
 

（
0
.0

）
 

1
 

（
4
.8

）
 

3
 

（
7
5.
0）

 
4
 

（
9
.5

）
 

そ
の
他
 

・
 
非
行
少
年
の
た
ま
り
場
や
ど
こ
へ
行
っ
た
ら
危
な
い
か
な
ど
の
情
報
を
得
ら
れ
、
生
徒
指
導
上
、
有
益
で
あ
る
。

 

・
 
非
行
等
に
係
る
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
か
ら
の
情
報
提
供
は
非
常
に
参
考
に
な
る
。
 

5
 

（
2
9.
4）

 
1
 

（
4
.8

）
 

1
 

（
2
5.
0）

 
7
 

（
1
6.
7）

 

（
参
考
）
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
派
遣
を
受
け
入
れ
て
い
る
学
校
の
う
ち
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
に
つ
い
て
回
答
が
得
ら
れ
た
学
校
数
 

1
7 

2
1 

4
 

4
2 

 

表
3
 
ス
ク
ー

ル
サ

ポ
ー

タ
ー
の
派

遣
を

受
け

入
れ
て
い
な
い
学
校
の
う
ち
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
に
つ
い
て
回
答
が
得
ら
れ
た
7
3校

に
お
け
る
当
該
意
見
 

（
単
位
：
校
、
％
）
 

区
分
 

ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
 

小
学
校
 

中
学
校
 

高
等
学
校
 

合
計
 

い
じ

め
の

防
止

等
に

当
た

り
必

要
性
が
低
い
 

・
 
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
協

力
や
支
援
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
い
じ
め
が
発
生
し
て
お
ら
ず
、
現
在
の
と
こ
ろ
、
連
携
の
必
要

性
を
感
じ
な
い
。
 

・
 

警
察
署
と
は
会
議
を
年
14
回
開
催
し
て
連
携
が
図
ら
れ
て
お
り
、
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
派
遣
の
必
要
性
は
特
に
感
じ
て
い
な
い
。 

1
6 

（
5
7.
1）

 
1
6 

（
6
4.
0）

 
7
 

（
3
5.
0）

 
3
9 

（
5
3.
4）

 

ス
ク

ー
ル

サ
ポ

ー
タ

ー
の

役
割

が
よ

く
分

か
ら

な
い
等
 

・
 
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
業
務
内
容
に
関
す
る
情
報
が
乏
し
く
、
今
の
と
こ
ろ
連
携
の
必
要
性
は
不
明
確

で
あ
る
。
 

・
 

ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
に
は
、
非
行
、
不
良
行
為
少
年
の
対
処
を
支
援
す
る
組
織
と
の
イ
メ
ー
ジ
が
あ
り
、
い
じ
め
事
案
へ
の
対
応

に
、
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
制
度
を
活
用
す
る
と
い
う
認
識
が
そ
れ
ほ
ど
強
い
も
の
で
な
か
っ
た
。
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
が
、
現
在
、

い
じ
め
の
対
処
で
も
活
動
し
て
い
る
こ
と
は
、
警
察
署
か
ら
も
周
知
を
受
け
た
記
憶
が
な
い
。

 

・
 
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
は
、
当
校
の
県
内
で
は
、
主
に
中
学
校
に
在
籍
す
る
ぐ
犯
少
年
の
把
握
と
生
活
指
導
を
目
的
に
活
動
し

て
お
り
、
県
立
高
等
学
校
が
い
じ
め
対
策
で
積
極
的
に
活
用
す
る
こ
と
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。
 

6
 

（
2
1.
4）

 
4
 

（
1
6.
0）

 
8
 

（
4
0.
0）

 
1
8 

（
2
4.

7）
 

い
じ

め
の

防
止

等
に

当
た

り
必

要
性
が
高
い
 

・
 
こ
れ
ま
で
手
に
負
え
な
い
い
じ
め
事
案
の
発
生
は
な
い
た
め
緊
急
の
必
要
性
ま
で
は
な
い
が

、
月
数
回
で
も
警
察
関
係
者
が
学

校
内
を
巡
回
し
て
も
ら
え
る
な
ら
ば
有
り
難
い
。

 

・
 
い
じ
め
事
案
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、
そ
の
態
様
に
よ
っ
て
県
警
の
支
援
が
必
要
で
あ
る
た
め
、
警
察
署
か
ら
ス
ク
ー
ル
サ
ポ

ー
タ
ー
の
派
遣
を
受
け
ら
れ
れ
ば
有
り
難
い
。
 

8
 

（
2
8.
6）

 
2
 

（
8
.0

）
 

6
 

（
3
0.
0）

 
1
6 

（
2
1.
9）

 

そ
の
他
 

 
県
警
に
よ
る
学
校
へ
の
支
援
・
ア
ド
バ
イ
ス
は
有
り
難
い
が

、
学
校
内
へ
の
警
察
関
係
者
の
立
入
り
は
、
よ

ほ
ど
緊
急
性
が
な
い

限
り
控
え
て
ほ
し
い
。
学
校
内
へ
の
警
察
関
係
者
の
立
入
り
を
生
徒
が
知
っ
た
場
合
、
生
徒
が
動
揺
し

、「
教
師
が
生
徒
を
警
察
に
売

っ
た
」
と
い
う
発
言
が
出
て
く
る
た
め
、
県
警
と
の
連
携
は
校
外
で
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

0
 

（
0
.0

）
 

3
 

（
1
2.
0）

 
1
 

（
5
.0

）
 

4
 

（
5
.5

）
 

（
参
考
）
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
派
遣
を
受
け
入
れ
て
い
な
い
学
校
の
う
ち
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
に
つ
い
て
回
答
が
得
ら
れ
た
学
校
数
 

2
8 

2
5 

2
0 

7
3 

 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
（
 
）
内
は
、
表
2は

、
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
派
遣
を
受
け
入
れ
て
い
る
学
校
の
う
ち
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
に
つ
い
て
回
答
が
得
ら
れ
た
学
校
数
に
対
す
る
割
合
、
表
3は

、
ス
ク
ー

ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
派
遣
を
受
け
入
れ
て
い
な
い
学
校
の
う
ち
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
活
用
に
関
す
る
意
見
に
つ
い
て
回
答
が
得
ら
れ
た
学
校
数
に
対
す
る
割
合
で
あ
る
。
 

 
 
 
3 

表
2及

び
表
3は

、
複
数
の
区
分
に
計
上
し
て
い
る
学
校
が
あ
る
。

図表2-⑸-㉗ 調査対象20県警におけるスクールサポーターの配置状況等 

表1 調査対象20県警におけるスクールサポーターの配置状況 

（単位：県警、％） 

スクールサポーターの配置状況 県警数 構成比 

スクールサポーターを配置している 17 85.0 

スクールサポーターを配置していない 3 15.0 

合計 20 100 

 

表2 スクールサポーターを配置していない県警において、スクールサポーターの任務を含む活動を

実施する職員を配置しているもの 

内    容 

 県警では、再任用警部補2人を「子ども安心サポーター」として配置している。「子ども安心サポ

ーター」は、少年の非行防止・犯罪防止・立ち直り支援、児童生徒の安全確保、地域の安全確保等

を目的に、学校から児童生徒に係る相談を受けたり、学校訪問をしたりするなどスクールサポータ

ーの任務を含む活動を実施しており、県警は、当該活動を通じ、学校と県警の架け橋の役割を担っ

ているとしている。なお、県警は、県警管内の県教委及び県内各市町の教委等においても、独自に

警察官ＯＢ等を採用し、スクールサポーターと同様の運用を行っているとしている。 
 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表2-⑸-㉘ スクールサポーターを配置している17県警におけるスクールサポーターの活動内容 

表1 スクールサポーターを配置している17県警におけるスクールサポーターの活動内容（平成27年

度） 

（単位：県警、％） 

区分 活動内容 県警数 

啓発活動の実施 

・ いじめ防止を主眼とした非行防止教室を実施 

・ 児童、教諭及び保護者を対象とした非行及びいじめの防止講話を

実施 

9 

（52.9） 

学校におけるい

じめへの対処の

支援 

・ いじめ事案の対応について学校に助言、いじめの加害者・被害者

への面接指導 

・ 学校による加害児童生徒への対応方法を助言 

8 

（47.1） 

学校内の巡回、

見守り 

・ 昼休みや掃除時間帯等に運動場や教室前の廊下を巡回・駐留する

パトロールを実施（年間12回（スクールサポーター延べ34人）） 

・ 学校及び保護者と調整の上、被害児童生徒の安全確保対策として

学校内の巡回等を実施 

5 

（29.4） 

学校いじめ対策

組織への参画 

 いじめ事案の概要の把握に努め、学校に対する問題解決に向けて

の助言・指導を実施（県内48校の学校いじめ対策組織に参画） 

4 

（23.5） 

いじめに係る学

校等との情報交

換等 

・ いじめを含む学校問題に係る情報交換を実施 

・ いじめ防止を主眼とした教委主催の会議に出席、情報共有 

4 

（23.5） 

その他  いじめ問題に関する活動はない。 
2 

（11.8） 

（参考）スクールサポーターを配置している県警数 17 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、スクールサポーターを配置している県警数に対する割合である。 

   3 複数の区分に計上している県警がある。 
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表2 スクールサポーターの活動により効果的にいじめを解決したもの 

区分 内    容 

いじめへ

の対処に

当たり学

校を支援

したもの 

・ いじめの被害生徒の保護者が、申し出た被害の内容が事実と異なり、学校と膠着

状態となった際、スクールサポーターが、加害生徒及び目撃者等へのいじめの事実

確認の方法、把握事実及び対応経緯の記録化、加害生徒の保護者に対する事実の報

告、保護者との面接方法等を助言・指導した。 

  助言・指導により学校側が客観的事実の把握を含めた対応を図ったことで、加害

者側・被害者側共に納得し、学校が双方から信頼を得る結果となった。 

・ スクールサポーターが管内の高等学校を訪問した際、教諭から「生徒へのアンケ

ート結果からいじめが発覚した」旨の相談を受け、教諭に対して目撃者の特定等事

件化を見据えた対応を助言するとともに、警察署に報告した。 

助言を受けた学校が迅速に対応し、スクールサポーターを通じるなどして警察署

と連携したことにより、事案の早期解明、被害生徒との隔離、加害生徒の検挙（恐

喝）等が可能となり、早期解決に至った。 

いじめの

未然防止

につなが

ったもの 

 県警が、少年相談において、「同級生にいじめられている。住所や相手の名前は言い

たくない」旨の情報を入手し、学校名及び相談者氏名から該当する学校を特定した。

スクールサポーターが県警職員と共に同校から事情を聴取した。 

 学校が未把握の事案であること、犯罪に該当するような行為はなく悪ふざけの範囲

内であることが判明し、当事者間で話し合いをさせて早期に問題を解決するとともに、

学校訪問を通じて生徒指導担当と情報を共有し再発防止を図った。 

いじめの

早期発見

につなが

ったもの 

 体調不良で早退しようとした被害生徒の変調にスクールサポーターが気付き、「精神

的に苦しいのではないか」と声をかけたところ、当該生徒が同級生2人から継続的に身

体的及び精神的いじめ（叩くなどの身体的暴力や脅し文句）を受けていたが誰にも相

談できなかったとするいじめを発見した。 

 スクールサポーターは、被害生徒の身辺警戒をするとともに、保護者や教員に対し、

事案の真相解明及び解決策について検討するよう助言した。その後も、スクールサポ

ーターが学校内の巡回等を行い、加害生徒から被害生徒への接触がないことを確認し、

被害生徒に対するいじめはなくなったと理解した。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

   
 ⑹ 関係行政機関によるいじめに係る相談への適切な措置の推進 

勧    告 説明図表番号 

【制度の概要等】 

（いじめに係る相談への措置） 

児童等からの相談に応じる者は、いじめに係る相談を受けた場合におい

て、いじめの事実があると思われるときは、いじめを受けたと思われる児

童等が在籍する学校への通報その他の適切な措置をとるものとするとされ

ている（法第23条第1項）。ここでいう「学校への通報」は、「適切な措置」

の例示とされており、一律に学校への通報義務を課したものではないとさ

れている。 

 

（関係3機関におけるいじめに係る相談等の対応） 

関係3機関は、それぞれの相談活動等において、次のとおり、いじめに係

る相談等の事案（以下「いじめ相談事案」という。）に対応している。 

① 県警は、少年又はその保護者等からの少年の健全な育成に係る事項に

関する悩みごと等の相談について、必要な指導、助言その他の援助を行

う「少年相談」を実施しており、平成28年においては、約6万6,000件の

「少年相談」のうちいじめ相談事案は1,992件（3.0％）となっている。 

② 児童相談所は、子どもに関する家庭その他からの相談に応じ、個々の

子どもや家庭に最も効果的な援助を行い、もって子どもの福祉を図ると

ともに、その権利を擁護する「相談援助活動」を実施しており、平成28

年度においては、約46万件の「相談援助活動」のうちいじめ相談事案は

901件（0.2％）となっている。   

③ 法務局等は、人権問題に関して国民の相談に応じ、助言等の必要な措

置をとる「人権相談」を、また、いじめなど人権侵犯の疑いのある事案

について人権侵犯の事実の有無を確かめ、被害の救済を図る「人権侵犯

事件の調査処理」をそれぞれ実施している。平成28年においては、約23

万件の「人権相談」のうちいじめ相談事案は1万1,184件（5.0％）、また、

約2万件の「人権侵犯事件」のうちいじめ相談事案は3,371件（17.3％）

となっている。 

   

【調査結果】 

今回、調査対象とした60関係3機関等における①いじめの判断基準の状

況、②いじめ相談事案への対応に関する考え方、③いじめ相談事案の学校

への連絡状況、④個別事案からみるいじめ相談事案への対応状況を調査し

たところ、以下のとおりであった。 

 

ア いじめの判断基準の状況 

  60関係3機関におけるそれぞれの相談活動等で、どのような事案を「い

じめ」とするかの判断基準について調査したところ、次のとおりであっ
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